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静岡地域医療協議会出席者名簿
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静岡地域医療構想調整会議出席者名簿

所属団体名等 役　　職 氏　　名 出欠 備考
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4 静岡市静岡歯科医師会 会長 清水　寿哉 出席 令和5年7月新任

5 静岡市清水歯科医師会 会長 土谷　尚之 欠席
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9 静岡赤十字病院 院長 小川　潤 出席

10 静岡済生会総合病院 院長 岡本　好史 出席

11 静岡市立静岡病院 院長 小野寺　知哉 出席

12 静岡県立総合病院 院長 小西　靖彦 出席

13 静岡市立清水病院 院長 上牧　務 出席

14 ＪＡ静岡厚生連静岡厚生病院 院長 水野　伸一 出席

15 ＪＡ静岡厚生連清水厚生病院 院長 西村　明人 出席
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（医療法人社団　秀慈会  白萩病院  萩の里）

理事
(理事長)

萩原　秀男 出席

18
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（溝口病院）

会長
(理事長）

溝口　明範 出席

19
静岡県保険者協議会
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13
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療センター 事務部長 渡辺　進 出席

【オブザーバー出席】
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静岡地域医療協議会・地域医療構想調整会議　随行者名簿

所属団体名等 役職 氏名

1 静岡市立静岡病院 事業管理部長 小長井　健司

2 静岡市立清水病院 事務局長　 大石　哲夫
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静岡地域医療協議会設置要綱

（設置）

第１条 静岡県保健医療計画（以下「計画」という。）に基づき、静岡圏域に静岡地域医

療協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（協議事項）

第２条 協議会は、計画に基づく医療供給体制の整備充実に関する必要な事項を協議する。

（会長及び委員）

第３条 協議会の会長は、中部保健所長を充てる。

２ 協議会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから、必要と認める者を会長が委嘱する。

(1) 市の保健衛生行政を代表する者

(2) 郡市医師会長、郡市歯科医師会長及び薬剤師会郡市支部長

(3) 国立、公立、公的病院等の長

(4) 医療を受ける立場にある者

(5) その他関係機関若しくは団体の代表又はそれに準ずる者

（任期）

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。

（会議）

第５条 協議会は、会長が招集し、会議の議長となる。

２ 会長は必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。

（部会）

第６条 協議会は必要に応じて、部会を置くことができる。

２ 部会に所属する委員は、会長が指名する。

３ 部会は、会長が招集し、会議の議長となる。

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。

（報告）

第７条 会長は、協議会及び部会を開催したときは、速やかに協議結果を静岡県健康福祉

部長に報告するものとする。

（庶務）

第８条 協議会の庶務は、中部健康福祉センターにおいて処理する。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会

に諮って定める。

附 則

この要綱は平成１７年４月１日から施行する。

この要綱は平成１９年４月１日から施行する。

この要綱は平成２２年４月１日から施行する。

この要綱は平成２３年７月２８日から施行する。
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静岡地域医療構想調整会議 設置要綱  

 

（設置）  

第１条  医療法（昭和 23年 7月 30日法律第 205号）第 30条 の 14第１ 項に定める「協議

の場」として静岡地域医療構想調整会議（以下「調整会議」という。）を設置する。  
 

（所掌事務）  

第２条  調整会議の所掌事務は次のとおりとする。  

(1) 地域の病院・有床診療所が担うべき 病床機能 に関する協議  

(2) 病床機能報告制度による情報等の共 有  

(3) 地域医療構想の推進に向けた取組（ 地域医療介護総 合確保基金事業等）に関す

る事項  

(4) その他、在宅医療を含む地域包括ケ アシステム、地 域医療構想の達成の推進に

関する協議  
 

（委員）  

第３条  調整会議は、静岡県中部保健所長が委嘱する委員をもって構成する。  

２  調整会議に議長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

３  議長は、調整会議の会務を総理する。  

４  議長は、あらかじめ副議長を指名 することとし、必要に応じ て副議長 がその職

務を代行する。  
 

（任期）  

第４条  調整会議の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。  

２  補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。  
 

（招集）  

第 ５条  調整会議は議長が招集する 。 た だ し、 設 置 後最 初 の 調 整会 議 は 、静 岡 県中

部保健所長が招集する。  
 

（議事）  

第６条  議長は会議を主宰する。  

２  議長は、必要と認めるときは、関 係行政機関の職員その他適 当と認め る者の出

席を求め、その説明又は意見を徴することができる。  

３  議長は、必要があると認めるとき は、特定の事項について、 関係のあ る委員の

みで開催することができる。  
 

（庶務）  

第７条  調整会議の庶務は、静岡県中部保健所地域医療課において処理する。  
 

（その他）  

第８条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  
 

附則  

この要綱は、平成 28年５月 25日から施行する。  
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【資料２】

静岡県保健医療計画に記載する医療機関（薬局）の変更について

１ 薬局の指定要件

２ 追加 5機関（葵区）

追加 ３機関（駿河区）

薬

局

がん

在宅緩和ケア

医療用麻薬の提供が可能

在宅訪問の対応が可能

休日・時間外の対応が可能

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

ひばり西草深薬局 葵区西草深町１６－４

フラワー薬局北安東店 葵区北安東２－２９－３

エムハート薬局大岩店 葵区大岩町４－１４

日本調剤静岡県総薬局 葵区北安東４－２７－１

音羽薬局 葵区音羽町７－１１

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

しずはな薬局 駿河区東新田４－１８－１

エムハート薬局見瀬店 駿河区見瀬２１８

すみれ薬局 駿河区登呂３－２８－１７
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２ 追加 5機関（清水区）

３ 継続 63 機関（葵区）

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

有限会社ヤマギワ薬局矢部店 清水区中矢部町３－１１

薬局みかんの花 清水区鶴舞町６－４

エムハート薬局いりえおか店 清水区入江岡町３－２

エムハート薬局しみず東店 清水区高橋南町９－１７

マハロ薬局 清水区木の下町４４－３

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

あおい薬局 葵区田町２丁目３－３

あおば薬局呉服町店

葵区呉服町１丁目５－２ 法月ビ

ル１Ｆ

あおば薬局水道町店 葵区水道町２７番１

あおば薬局中央店

葵区呉服町１－１－１４ 圭田ビ

ル１Ｆ

石川薬局沓谷店 葵区沓谷５丁目１２番１１号

杏林堂薬局瀬名川店 葵区瀬名川２－２９－３５

さくらんぼ薬局 葵区足久保口組１２７－５

鈴長薬局 葵区安西五丁目１８番地

鈴長薬局一番町店 葵区一番町１１－１
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担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

鈴長薬局水落店 葵区水落町１３－１６

すずらん薬局 葵区瀬名川１丁目２２－３

トマス薬局 葵区羽鳥六丁目１－５４

プラス調剤薬局 葵区瀬名三丁目３８番５号

フラワー薬局新伝馬店 葵区新伝馬１－１１－２２

ふれあい薬局 葵区唐瀬１－３－１５

ふれあい薬局本通店 葵区本通西町３８番１号

ほりい薬局 葵区南瀬名町２７ー７

薬局メディスン籠上店 葵区籠上２８－２９

薬局メディスン静岡本店 葵区北安東４丁目２５－１

有限会社石川薬局 葵区七間町３－５

有限会社やまうち薬局相生町

店

葵区相生町８－７

すずらん薬局 沓谷店

葵区沓谷５丁目７－２ サンハイ

ツ沓谷１０１号

たんぽぽ薬局静岡日赤前店 葵区追手町７番１６号

杏林堂薬局静岡鷹匠店 葵区鷹匠２－１６－１４

わかくさ薬局唐瀬店 葵区城北９３－１

すずらん薬局瀬名中央店 葵区瀬名川１丁目２９－３４
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担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

みつば薬局 葵区西草深町３１－１５

とまと薬局 はとりパーク店 葵区山崎一丁目２６－５

フレンド薬局 葵区安倍口新田２５７番地の７

杏林堂薬局 静岡山崎店 葵区山崎１－２７－３

杏林堂薬局 静岡千代田店 葵区千代田６－２９－２３

あおば薬局 紺屋町店

葵区紺屋町４－１４ 紺屋町藤ビ

ル１階

日本調剤追手町薬局

葵区呉服町１丁目２０番呉服町タ

ワー１Ｆ

あい薬局 瀬名店 葵区瀬名川１丁目２７－４１

ウエルシア薬局 静岡柳町店 葵区柳町４２－２

ウエルシア薬局 静岡あさは

た店

葵区北５－３１－５

ウエルシア薬局 新静岡セノ

バ店

葵区鷹匠１丁目１－１

ウエルシア薬局 静岡昭府店 葵区昭府１丁目２番３７号

ウエルシア薬局 静岡葵の森

店

葵区柳町１９３－１

ウエルシア薬局 静岡上足洗

店

葵区上足洗３丁目１３－３０
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担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

ウエルシア薬局 静岡北安東

店

葵区北安東３丁目３－３

ウエルシア薬局 静岡羽鳥店 葵区羽鳥２丁目２１－２０

ウエルシア薬局 静岡川合店 葵区川合１丁目１０－１０

すずらん薬局大岩店 葵区大岩本町２５－１１

古庄からきや薬局 ヘルシー

パーク

葵区古庄三丁目２番５８号

日本調剤静岡薬局

葵区追手町１０－１１０ 新中町

ビル１階１１５

鈴長薬局中町店 葵区追手町１０－１１４

やまぶん薬局

葵区昭府二丁目１７番２号ハイレ

ジデンスＭ１０５

ウエルシア薬局 静岡安東店 葵区安東３－１５－１０

ふるしょう薬局 葵区古庄５丁目３－２１

杏林堂薬局静岡松富店 葵区松富２－１－６２

このみ薬局静岡店 葵区竜南１－５－４１

たまち薬局 葵区田町５－９０－１１

ウエルシア薬局静岡瀬名店 葵区瀬名１－１０－１９

アイリス薬局 北安東店 葵区北安東４－５－３４

ファーマライズ薬局 柚木店 葵区柚木９０－９
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３ 継続 45 機関（駿河区）

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

アイン薬局 長谷通店 葵区安東１丁目２１－１２

とうかい薬局 二号店 葵区上足洗４－１－５

オアシス薬局 葵区瀬名中央３－２８－１８

アケボノ薬局 葵区北番町９５

はやい薬局 葵区籠上１２－５６

あい・ハート薬局城北店 葵区城北１－１

すずらん薬局ときわ店 葵区常磐町３－６－１５

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

わかくさ薬局東静岡店 駿河区曲金６－１０－１４

あい薬局手越店 駿河区手越原１－１

あおぞら薬局 駿河区馬渕２丁目１０番２２号

アリス高松薬局

駿河区高松２丁目５－１４ プレ

ジール高松１０６

アリス薬局 駿河区敷地一丁目２７－８

石川薬局小鹿店 駿河区小鹿３８４番地

石川薬局ゼフィルス 駿河区小鹿１丁目４番２１号

石川薬局曲金店 駿河区曲金５丁目４－６２

しずおかクローバー薬局 駿河区曲金３－５－７

鈴長薬局みずほ店 駿河区みずほ四丁目１０－３
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担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

すずらん薬局中吉田店 駿河区中吉田２９番１３号

たんぽぽ薬局小鹿店 駿河区曲金５丁目４－５２

辻本薬局曲金店 駿河区曲金４丁目９の１４

フラワー薬局池田店 駿河区池田６５０－１

フラワー薬局中田店 駿河区中田本町６－４

薬局メディスン長田店 駿河区丸子１丁目５－１

薬局メディスン高松店 駿河区宮竹１丁目４番５号

薬局メディスン中田店 駿河区中田２－３－２０

有限会社ひじり薬局 駿河区聖一色４１４－１

わかくさ薬局長田店 駿河区丸子新田５３６－２

すずらん薬局 曲金店 駿河区曲金七丁目９－３６

薬局メディスン 中田みなみ

店

駿河区中田３丁目１－３８－２

つばさ薬局登呂店 駿河区登呂２丁目１０－８

あいらんど調剤薬局 新川店 駿河区新川１－１４－２１

ユーアイ薬局 駿河区池田２７４－３

あおば薬局登呂店 駿河区登呂５丁目１１－８

ウエルシア薬局 静岡みずほ

店

駿河区みずほ２－１５－１
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担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

ウエルシア薬局 静岡西脇店 駿河区西脇３０－１

ウエルシア薬局 静岡高松店 駿河区宮竹１丁目５－３５

ウエルシア薬局 静岡エスパ

ティオ店

駿河区南町１４－２５ エスパテ

ィオ１階１０１－Ｂ号室

ウエルシア薬局 静岡中吉田

店

駿河区中吉田２１－１４

ウエルシア薬局 静岡中原店 駿河区中原１３１－３

ウエルシア薬局 静岡池田店 駿河区池田６１５－５

ウエルシア薬局 静岡中田店 駿河区中田２丁目１０－３

アイン薬局 静岡店 駿河区曲金４－１３－１７

ふれあい薬局 西脇店 駿河区西脇３８－１

このみ薬局駿河店 駿河区八幡１－２－２０

Ｖ・ｄｒｕｇ 駿河敷地薬局 駿河区敷地１－２５－８

杏林堂薬局 静岡大坪店 駿河区大坪町１３－５

アイン薬局 丸子店 駿河区丸子二丁目２－１２

中川薬局 小鹿店 駿河区曲金４－９－１２

ひかり薬局 駿河区東新田４－１０－２５

ウエルシア薬局静岡下川原店 駿河区下川原南８－１５

あい・ハート薬局おおや店 駿河区片山８－９
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３ 継続 44 機関（清水区）

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん在宅緩和ケア すずらん薬局東新田店

駿河区東新田２－１６－３０サン

コーポ池ヶ谷１０３

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

庵原薬局 清水区原５６－６

ＭＤ下野薬局 清水区下野西７－４

グリーン薬局 清水区草薙１４０－２

さかえ薬局 清水区江尻東１丁目１番１号

清水市民薬局 清水区宮加三７７３－２

デイジー薬局 清水区有東坂５－４４

天神みつる薬局 清水区天神１－１１－６

東海道薬局 清水区興津清見寺町１４３－１８

日本調剤桜ヶ丘薬局 清水区桜が丘町１４番１号

日本調剤殿沢薬局 清水区殿沢１－１－１

みとみどう薬局 清水区春日１丁目７－６

みなと薬局 清水区村松原１－２－１

みなと薬局木の下町店 清水区木の下町９３

清水調剤薬局 桜ヶ丘店 清水区桜が丘町８－３

宮城薬局 清水区辻２丁目５－１２

朝陽薬局 清水区梅田町１０－１９
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担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

ＭＤちとせ薬局 清水区千歳町２番３５号

杏林堂薬局 清水三保店 清水区三保１１１－２

すずらん薬局由比店 清水区由比７５０

敬順堂薬局 清水区上清水町２番１３号

ウエルシア薬局 清水天王店 清水区天王東６－１６

ウエルシア薬局 清水北矢部

店

清水区北矢部町１－１４－２０

ウエルシア薬局 清水高部店 清水区押切２９２

ウエルシア薬局 清水興津店 清水区興津中町１３９４－１

ウエルシア薬局 清水庵原店 清水区庵原町１４６－５

ウエルシア薬局 清水村松店 清水区村松１－４－１

ウエルシア薬局 清水有東坂

店

清水区有東坂１－２４８－１

ウエルシア薬局 清水北脇店 清水区北脇２６１－２

ウエルシア薬局 清水下清水

店

清水区下清水町５－３０

ウエルシア薬局 清水小島店 清水区小島本町７

ウエルシア薬局 清水折戸店 清水区折戸４－２－３５

木の下町薬局 清水区木の下町１８９
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４ 削除 ８機関（葵区）

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

あい・ハート薬局 渋川店 清水区渋川３－１０－１０

ウエルシア薬局 清水駒越店 清水区駒越西１－２－７０

ウエルシア薬局 清水横砂店 清水区横砂本町１８－２８

うさぎ薬局 草薙店

清水区草薙一丁目３－１５－１０

１

石川薬局北脇店 清水区北脇５８０－５２

アイセイ薬局清水巴店 清水区巴町１３－１１

おおつぼ薬局

清水区大坪２－５－２ コン・ブ

リオＢ

南矢部薬局 清水区南矢部５２０－４

ウエルシア薬局 清水長崎店 清水区長崎３８２番地

アイセイ薬局清水富士見店 清水区富士見町８－１６

大坪２丁目薬局 清水区大坪２－７－１

宇宙薬局 清水区村松原３－３－１１

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

エムハート薬局大岩店 葵区大岩町４－１４

グリーン薬局 葵区千代田七丁目６－３９
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４ 削除 ６機関（駿河区）

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

さつき薬局 葵区岳美１５－４７

みなと薬局音羽町店 葵区音羽町７－１１

ウエルシア薬局 静岡田町店 葵区田町４－８－４

ウエルシア薬局 静岡駅アス

ティ店

葵区黒金町４６－１

みつる薬局 葵区岳美２－１５

ウエルシア薬局 静岡沓谷店 葵区沓谷４丁目１４番７号

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

エムハート薬局 見瀬店 駿河区見瀬２１８

すみれ薬局 駿河区登呂３－２８－１７

あい・ハート薬局おおや店 駿河区片山８－９

ウエルシア薬局 静岡丸子店 駿河区北丸子１丁目５番５号

すずらん薬局中村店 駿河区中村町１２－３

山喜薬局 稲川店 駿河区稲川１－１－１０－１Ｆ
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４ 削除 ５機関（清水区）

担う医療機能 医療機関名 所在地

がん

在宅緩和ケア

エムハート薬局いりえおか店 清水区入江岡町３－２

有限会社タシロ薬局 清水区江尻町５－１０

エムハート薬局 しみず東店 清水区高橋南町９－１７

ウエルシア薬局 清水三保店 清水区折戸５２１－１１

エムハート薬局 おしきり店 清水区押切２００２番地２号
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次
期

医
療

計
画

（
在

宅
医

療
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）

策
定

の
ポ

イン
ト（

国
研

修
会

資
料

か
ら）

資
料

３
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国
指

針
の

概
要

（
在

宅
医

療
分

野
）

区
分

第
８
次

静
岡
県
計
画

次
期
計
画
に
向
け
て
の
国
指
針

方
向

性
国

指
針

の
概

要

在
宅

医
療

の
圏

域
２

次
医

療
圏

地
域

の
実

情
に

応
じて

設
定

２
次

医
療

圏
に

こだ
わ

らず
、で

き
る

限
り急

変
時

の
対

応
体

制
(重

症
例

を
除

く。
)や

医
療

と介
護

の
連

携
体

制
の

構
築

が
図

られ
る

よ
う(

中
略

)市
町

村
単

位
や

保
健

所
圏

域
等

の
地

域
の

医
療

及
び

介
護

資
源

の
実

情
に

応
じて

弾
力

的
に

設
定

積
極

的
役

割
を

担
う医

療
機

関
位

置
付

け
無

位
置

付
け

る

在
宅

療
養

支
援

診
療

所
、在

宅
療

養
支

援
病

院
等

の
地

域
に

お
い

て
在

宅
医

療
機

関
を

担
って

い
る

医
療

機
関

　※
自

ら2
4時

間
対

応
体

制
の

在
宅

医
療

を
提

供
す

る
とと

とも
に

、他
の

医
療

機
関

の
支

援
も

行
い

な
が

ら、
医

療
や

介
護

、
障

害
福

祉
の

現
場

で
の

多
職

種
連

携
の

支
援

を
行

う病
院

・
診

療
所

必
要

な
連

携
を

担
う拠

点
位

置
付

け
無

位
置

付
け

る

地
域

の
実

情
に

応
じ

、病
院

、診
療

所
、訪

問
看

護
事

業
所

、地
域

医
師

会
等

関
係

団
体

、保
健

所
、市

町
村

等
の

主
体

の
い

ず
れ

か
　※

市
町

村
が

行
う在

宅
医

療
・介

護
連

携
推

進
事

業
に

お
い

て
実

施
され

る
取

組
との

連
携

を
図

る
こと

が
重

要
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◎
在

宅
療

養
支

援
病

院
☆

在
宅

療
養

後
方

支
援

病
院

清
水

町
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島

市

函
南
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磐
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岡
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健
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病
院

◎
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ー

◎

伊
東

市
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☆
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海
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病
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◎
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豆
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十
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病
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豆
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海
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島
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央
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◎

池
田

病
院

◎
川

村
病

院
◎

富
士

い
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院

◎

清
水

厚
生

病
院

◎ 白
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病
院

◎

駿
河

西
病

院

◎

岡
本

石
井

病
院

◎
掛

川
北

病
院

◎

公
立

森
町

病
院

◎

佐
久

間
病

院
◎

豊
田

え
い

せ
い

病
院

◎

浜
松

北
病

院

◎

浜
松

南
病

院
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掛

川
東

病
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共
立

蒲
原

総
合

病
院

☆

榛
原

総
合

病
院

☆

菊
川

市
立

総
合

病
院☆

静
岡

て
ん

か
ん

・神
経

医
療

セ
ン

ター
☆

県
内

在
宅

療
養

支
援

診
療

所
(病

院
)、

在
宅

療
養

後
方

支
援

病
院

の
届

出
状

況
（

R5
.2

厚
生

局
公

表
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在
宅

療
養

支
援

診
療

所
・・

・①
24

時
間

連
絡

を
受

け
る

体
制

の
確

保
②

24
時

間
の

往
診

体
制

③
24

時
間

の
訪

問
看

護
体

制
④

緊
急

時
の

入
院

体
制

（
在

支
診

）
　　

　　
　　

　（
在

支
診

は
連

携
先

で
も

可
）

⑤
連

携
す

る
医

療
機

関
等

へ
の

情
報

提
供

⑥
年

に
１

回
、看

取
り数

等
を

報
告

して
い

る
⑦

適
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
切

な
意

思
決

定
支

援
に

係
る

指
針

を
作

成
して

い
る

こと
在

宅
療

養
支

援
病

院
・・

・上
記

在
支

診
の

①
～

⑦
に

加
え

、⑧
許

可
病

床
20

0床
未

満
で

あ
る

こと
又

は
当

該
病

院
を中

心
とし

た
4k

m
以

内
に

診
療

所
（

在
支

病
）

　　
　　

　　
　が

存
在

しな
い

こと
⑨

往
診

を
担

当
す

る
医

師
は

病
院

当
直

を担
当

しな
い

在
宅

療
養

後
方

支
援

病
院

・・
・病

床
20

0床
以

上
の

病
院

で
連

携
す

る
在

宅
医

療
を

提
供

す
る

医
療

機
関

の
求

め
に

応
じて

、あ
らか

じめ
届

け
出

た
在

宅
（

在
後

病
）

　　
　　

　　
　　

　　
患

者
を2

4時
間

受
入

可
能

な
体

制
を敷

く病
院

。3
ヶ月

に
1回

以
上

の
連

携
医

療
機

関
との

情
報

交
換

の
実

施
も

必
要

②

①

⓪

③

②

⑩

⑨

㉒
⑱

⑧

①

⑥

②

⓪

④

⓪

①

①

②

⑰
㊹ (葵

区
)

㉒
(清

水
区

)
㊵

(駿
河

区
)

⑬

⑧

①
①

① ③

③⑪

⑦

①

⑧
⑯

②

⑦
(天

竜
区

)

⑦ (北
区

)
⑪

(浜
北

区
)

⑧ (南
区

)

⑪ (西
区

)

⑫ (東
区

)

㉗ (中
区

)

※
市

町
名

下
の

丸
数

字
は

各
市

町
内

の
在

宅
療

養
支

援
診

療
所

の
数

（
政

令
市

は
各

区
ご

とに
表

示
。）

遠
江

病
院

◎
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へき地診療所認定について

１ 概要

本市が所有している山間地診療所のうち令和６年度に移転新築を予定してい

る大河内診療所が、へき地診療所の認定基準を満たす見込みであるため、同診

療所の認定について協議する。

２ 診療所の概要

３ 設置基準に関する状況

国の「へき地保健医療対策等実施要項」に定められたへき地診療所の設置基

準（下記）について、大河内診療所は全ての要件を満たしている状況である。

設置基準 判 定

おおむね半径４km の区域

内に他に診療所がない

ない（最寄診療所まで 4.68km）

最寄診療所：玉川診療所（静岡市葵区落合 243-６）

その区域内の人口が 1,000

人以上いる

いる

大河内地区周辺 1,070 人（R２年 10 月１日時点）

当該診療所から最寄りの

医療機関まで、通常の交

通機関を利用して 30分以

上要する

要する（最短所要時間 39 分）

・大河内診療所から最寄バス停（真富士の里）まで

徒歩５分

・真富士の里からバス停（六番）までバス９分

・六番にてバス乗り換え待機 17 分

・六番から玉川診療所最寄バス停（玉川診療所）まで

バス７分

・バス停玉川診療所から玉川診療所まで徒歩１分

病院名 大河内診療所（R７年移転後開設予定）

所在地 葵区平野 1097-39（移転後 葵区平野 1097-38）

開設者 医療法人社団龍翔襄司会瀧浪医院

管理者 瀧浪 愼介

診療科目 内科、リウマチ科、アレルギー科

診療時間
火 15:30～18:00 水 10:00～13:00 15:00～18:00

土 10:00～12:00

【資料４-１】
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４ その他参考事項

（１）診療実績 延べ患者数 1,452 人（令和４年度実績）１日あたり

14～15 人

（２）訪問診療について 往診・訪問診療を実施している

５ 地域医療計画への掲載

上記２、３の事項から、大河内診療所をへき地診療所として認定すること

は適切であると判断されるため、地域医療計画の「へき地の医療」に「へき

地診療所設置基準に定められた「へき地診療所」に該当する静岡市国民健康

保険井川診療所、大川診療所、玉川診療所及び大河内診療所」がある旨を掲

載する。

６ 今後のスケジュール

（１）地域医療課による手続き

・へき地医療支援計画推進会議での協議（10 月 20 日実施予定）
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へ き 地 保 健 医 療 対 策 等 実 施 要 綱 

 

 

医政発第５２９号 

平成１３年 ５月１６日 

一部改正 医政発第 0830003 号 

平成１６年 ８月３０日 

一部改正 医政発第 0328016 号 

平成１７年 ３月２８日 

一部改正 医政発第 0601005 号 

平成１８年 ６月 １日 

一部改正 医政発第 0509007 号 

平成１９年 ５月 ９日 

一部改正 医政発第 0609005 号 

平成２０年 ６月 ９日 

一部改正 医政発第 0330010 号 

平成２１年 ３月３０日 

一部改正 医政発 0324 第 15 号 

平成２２年 ３月２４日 

一部改正 医政発 0329 第 27 号 

平成２３年 ３月２９日 

一部改正 医政発 0515 第８号 

平成２５年 ５月１５日 

一部改正 医政発 0409 第 28 号 

平成２７年 ４月 ９日 

一部改正 医政発 0329 第 30 号 

  平成２８年 ３月２９日 

一部改正 医政発 0330 第 35 号 

平成２９年 ３月３０日 

一部改正 医政発 0329 第 12 号 

平成３０年 ３月２９日 

一部改正 医政発 0426 第 26 号 

令和３年 ４月２６日 

一部改正 医政発 0729 第 13 号 

令和４年 ７月２９日 

 

  

【 資料４ －２ 】
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へき地保健医療対策等実施要綱 

 

 

１．へき地医療支援機構 

（１）目的 

この事業は、都道府県単位で「へき地医療支援機構」(以下「機構」という。)

を設置し、へき地診療所（国民健康保険直営診療所を含む。）及び過疎地域等特

定診療所（以下「へき地診療所等」という。）並びに医師配置標準の特例措置の

許可を受けた病院（以下「特例措置許可病院」という。）からの代診医の派遣要

請等広域的なへき地医療支援事業の企画・調整等を行い、へき地医療対策の各種

事業を円滑かつ効率的に実施することを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県とする。(委託を含む。) 

（３）運営基準 

ア 都道府県知事は、原則へき地での診療経験を有する医師の中から、次のいず

れかにより担当者を指定する（委託する場合については、委託先で担当者を指

定する。）ものとし、同担当者は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３

０条の４第１項に規定する都道府県における医療を提供する体制の確保に関す

る計画（以下「医療計画」という。）の内容を考慮しつつ、へき地医療対策の

各個別事業の実施について助言・調整を行うものとする。 

（ア） 常勤の医師の確保が可能な都道府県にあっては、当該医師を専任担当者

として指定する。 

（イ） 常勤医師の確保が困難な都道府県にあっては、非常勤医師を担当者とし

て指定することができる。 

（ウ） へき地医療拠点病院が１ヶ所しか指定されていない都道府県が、へき地

医療拠点病院に機構の業務を委託した場合にあっては、へき地医療拠点病

院の院内の医師の中から一人を担当者として指定することができる。 

イ 「へき地保健医療対策に関する協議会」を開催し、都道府県全域に係る広域

的な「へき地医療支援計画」（以下「支援計画」という。）及び、医師及び歯

科医師（以下「医師等」という。）の派遣に協力する病院（へき地医療拠点病

院を除く。以下「事業協力病院」という。）からへき地診療所等並びに特例措

置許可病院への定期的な医師等の派遣にかかる「へき地勤務医師等派遣計画」

（以下「派遣計画」という。）の策定を行うほか、へき地保健医療対策にかか

る総合的な意見交換・調整等を実施する。 

ウ 「へき地保健医療対策に関する協議会」の構成員は、機構の担当者、へき地

医療拠点病院の代表者、地域医師会・歯科医師会の代表、関係市町村の実務

者、大学医学部関係者等により構成する。 

（４）事業の内容 
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専任担当官を指定した機構は、医療計画、支援計画及び派遣計画に基づき、地

域医療支援センターとも連携しつつ、次に掲げる事業を行うものとする。なお

（３）ア（イ）の場合においては、エ、カ、ケ、コ及びサの事業を、（３）ア

（ウ）の場合においては、エ、カ、キ、ク、ケ、コ及びサの事業を都道府県で行

うことができるものとする。 

ア へき地医療拠点病院及び事業協力病院に対する次に掲げる施設への医療従事

者の派遣要請に関すること。 

（ア） へき地医療拠点病院からへき地診療所等への医師及び看護師等の派遣

（へき地診療所等の医師及び看護師等の休暇時等における代替医師等（以

下「代診医等」という。）の派遣を含む。）。 

（イ） 事業協力病院からへき地診療所等への定期的な医師及び看護師等の派遣

（代診医等の派遣を含む。）。 

（ウ） へき地医療拠点病院及び事業協力病院から特例措置許可病院への定期的

な医師の派遣。 

（エ） 「一事業協力病院」が「一へき地診療所等」又は「一特例措置許可病

院」に医師等を派遣する場合、その期間を「一派遣期間」とし、この間

は、同一の医師等が望ましいが、これによりがたい場合でも、最低３月は

同一の医師等を派遣すること。 

イ へき地医療拠点病院における医師・歯科医師等派遣登録業務及び当該人材の

へき地診療所等及び特例措置許可病院への派遣業務に係る指導・調整に関する

こと。 

ウ へき地医療拠点病院における巡回診療の実施に関すること。 

エ へき地診療所等への医師及び看護師等の派遣（代診医等の派遣を含む。）の

実施及び当該事業に必要なドクタープールの運営に関すること。 

オ へき地勤務医師等に対する研修計画・プログラムの作成に関すること。 

カ 総合的な診療支援事業の企画・調整に関すること。 

キ へき地医療拠点病院の活動評価に関すること。 

ク へき地医療拠点病院においてへき地医療支援に従事している医師に対する研

究(医学研究及び学会出席に必要な経費)の配分に関すること。 

ケ 就職の紹介斡旋、就職に関する相談、指導及び刊行物への広告その他情報の

提供に関すること。 

コ へき地勤務医師等のキャリア形成支援に関すること。キャリア形成支援につ

いては、より効果的な支援を行えるよう地域医療支援センターとの連携・協力

についても検討し実施すること。なお、就職の紹介斡旋に当たっては、資格免

許証、履歴、写真等との照会を行うなど厳正な配慮を施すとともに、業務上知

り得た個人の秘密を厳守すること。 

サ へき地における地域医療分析に関すること。 

（５）その他 

へき地において医業等を円滑に行うために必要な研修（「労働者派遣事業の適

正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律施行令の一部を
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改正する政令の施行について」平成１８年３月３１日付け医政発第 0331022 号・

職発第 0331028 号・老発第 0331011 号厚生労働省医政局長・職業安定局長・老健

局長連名通知及び「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律施行令の一部を改正する政令の公布について」令和３年３月２日付

け医政発 0302 第 14 号・職発 0302 第５号・子発 0302 第１号・老発 0302 第６

号・障発 0302 第１号厚生労働省医政局長・職業安定局長・子ども家庭局長・老

健局長・社会・援護局障害保健福祉部長連名通知）に基づくプログラムの作成、

実施及び修了証明書の発行等については、機構において行うことが望ましい。ま

た、ドクタープールの運営については、運営要領を定め、派遣する場合の待遇や

医師との契約関係等について明確にしておくことが必要である。なお、機構を地

域医療支援センターに統合した都道府県にあっては、地域医療支援センターが機

構の業務を行うものとする。 

 

 

２．へき地医療拠点病院 

（１）目的 

この事業は、へき地診療所等への医師及び看護師等の派遣（代診医等の派遣を

含む。）、へき地従事者に対する研修、遠隔診療支援等の診療支援事業等が実施

可能な病院を都道府県単位で「へき地医療拠点病院」として編成し、へき地医療

支援機構等の指導・調整の下に各種事業を行い、へき地における住民の医療を確

保することを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、へき地医療支援機構等を設置している都道府県及び当

該都道府県知事の指定を受けた者とする。 

（３）へき地医療拠点病院の指定 

都道府県知事は、原則として医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所

を起点としておおむね半径４㎞の区域内に５０人以上が居住している地区であっ

て、かつ容易に医療機関を利用することができない地区（以下「無医地区」とい

う。）及び無医地区ではないが、これに準じて医療の確保が必要と都道府県知事

が判断し、厚生労働大臣が適当と認めた地区（以下「無医地区に準じる地区」と

いう。）を対象として、機構の指導・調整の下に巡回診療、へき地診療所等への

医師派遣、へき地診療所の医師等の休暇時等における代替医師等の派遣等、

（４）に掲げる事業（（４）ア、イ又はカのいずれかの事業は必須）を実施した

実績を有する又はこれらの事業を当該年度に実施できると認められる病院をへき

地医療拠点病院として指定するものとする。 

（４）事業の内容 

へき地医療拠点病院は、へき地医療支援機構等の指導・調整の下に次に掲げる

事業を行うものとする。 

ア 巡回診療等によるへき地住民の医療確保に関すること。 
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イ へき地診療所等への医師派遣（代診医等の派遣を含む。）及び技術指導、援

助に関すること。 

ウ 特例措置許可病院への医師の派遣に関すること。 

エ 派遣医師等の確保に関すること。 

オ へき地の医療従事者に対する研修及び研究施設の提供に関すること。 

カ 遠隔医療等の各種診療支援に関すること。 

キ 総合的な診療能力を有し、プライマリ・ケアを実践できる医師の育成に関す

ること。 

ク その他都道府県及び市町村がへき地における医療確保のため実施する事業に

対する協力に関すること。 

（５）整備基準 

ア 施設 

へき地医療拠点病院の診療機能を高めるとともに、へき地地域からの入院患

者の受け入れに応じるための病棟、検査、放射線及び手術部門、また必要に応

じて医師住宅を設けるものとする。 

イ 設備 

へき地医療拠点病院として必要な医療機器及び歯科医療機器を整えるものと

する。 

 

 

３．へき地診療所 

（１）目的 

この事業は、無医地区及び無医地区に準じる地区又は無歯科医地区及び無歯科

医地区に準じる地区において診療所を整備、運営することにより、地域住民の医

療を確保することを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県、市町村、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、

医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協及びその他厚生労働大臣が認める

者とする。 

（３）設置基準 

ア へき地診療所を設置しようとする場所を中心としておおむね半径４㎞の区域

内に他に医療機関がなく、その区域内の人口が原則として人口１，０００人以

上であり、かつ、診療所の設置予定地から最寄りの医療機関まで通常の交通機

関を利用して（通常の交通機関を利用できない場合は徒歩で）３０分以上要す

るものであること。 

イ 次に掲げる地域で、かつ、医療機関のない離島（以下「無医島」という。）

のうち、人口が原則として３００人以上、１，０００人未満の離島に設置する

ものであること。 
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（ア） 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により離島

振興対策実施地域として指定された「離島の地域」 

（イ） 奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）第１条に規

定する「奄美群島（鹿児島県奄美市及び大島郡の区域）」 

（ウ） 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）第４条第１

項に規定する「小笠原諸島」 

（エ） 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第３条第３号に規定す

る「離島」 

ウ 上記のほか、無医地区等においてへき地診療所の設置が必要と都道府県知事

が判断した地区に設置する。 

（４）整備基準 

ア 施設 

へき地診療所として必要な診療部門（診察室、処置室、エックス線室、暗

室、待合室、看護師居室、玄関、廊下等）、また必要に応じて医師住宅及び看

護師住宅を設けるものとする。 

イ 設備 

へき地診療所として必要な医療機器を整えるものとする。 

 
 

４．へき地保健指導所 

（１）目的 

この事業は、無医地区等に保健指導所を整備し、保健師の配置を行い、地域住

民に対する保健指導の強化を図ることを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県又は市町村とする。 

（３）設置基準 

ア へき地保健指導所の整備及び保健師の配置は、無医地区のうち人口２００人

以上で、最寄りの医療機関まで通常の交通機関を利用して３０分以上を要する

地域について行うものとする。 

イ 上記のほか、無医地区等においてへき地保健指導所の設置が必要と都道府県

知事が判断した地区に設置する。 

ウ この事業の実施に当たっては、保健衛生水準、保健医療施設の配置状況、医

療確保のための他の措置の計画、交通事情、経済状況等を考慮した医療計画の

策定とその実施に十分配慮するものとする。 

（４）運営方針 

保健師は、次の事項に留意し、専ら担当無医地区等の住民に対する保健指導に

あたること。 

ア 保健師は、原則としてへき地保健指導所に駐在するものとする。 

イ 当該無医地区等の保健衛生状態を十分把握し、保健所及び最寄りの医療機関

との緊密な連携のもとに計画的に地区の実情に即した活動を行うものとする。 
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（５）整備基準 

ア 施設 

へき地保健指導所として必要な指導部門（問診室、診察室、事務室、面談指

  導室、図書室、計測室、集団指導室、待合室）及び住宅部門を設けるものとす

  る。 

イ 設備 

へき地保健指導所に駐在する保健師が無医地区等の保健指導を行うのに必要

  な自動車を整えるものとする。 

 

 

５．へき地巡回診療車（船） 

（１）目的 

この事業は、巡回診療車、巡回診療用雪上車、巡回診療船及び歯科巡回診療車

を整備し、無医地区等又は無歯科医地区等に対する巡回診療を行い、へき地にお

ける住民の医療を確保することを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、次のものとする。 

ア 都道府県 

イ 市町村 

ウ 都道府県又は市町村の定めた巡回診療計画により行う日本赤十字社、社会福

祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会及び社会福祉法人北海道

社会事業協会 

エ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）

第２０条第２項、離島振興法第１０条第２項、奄美群島振興開発特別措置法第

２２条第２項及び沖縄振興特別措置法第９０条第２項の規定に基づき都道府県

知事の要請を受けて行う病院又は診療所の開設者 

オ へき地医療拠点病院の開設者 

（３）整備基準 

ア 巡回診療車 

原則として無医地区等を有する二次医療圏単位に整備するものとする。 

イ 巡回診療用雪上車 

豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２項に規定す

     る「特別豪雪地帯」に所在する無医地区等の巡回診療を実施するため、原則と

     して無医地区等を有する二次医療圏単位に整備するものとする。 

ウ 巡回診療船 

次に掲げる地域であって、無医地区等が所在する場合に当該都道府県を単位

     として整備するものとする。 

（ア） 離島振興法第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域として指定

された「離島の地域」 
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（イ） 奄美群島振興開発特別措置法第１条に規定する「奄美群島（鹿児島県奄

美市及び大島郡の区域）」 

（ウ） 小笠原諸島振興開発特別措置法第４条第１項に規定する「小笠原諸島」 

（エ） 沖縄振興特別措置法第３条第３号に規定する「離島」 

エ 歯科巡回診療車 

無歯科医地区及び無歯科医地区に準じる地区の人口おおむね１５，０００人

     に対して一台程度を各都道府県の実情を勘案のうえ整備するものとする。 

オ 上記のほか、地域の実情を勘案し、厚生労働大臣が必要と認めた場合は、市

町村単位で整備するものとする。 

 

 

６．巡回診療航空機 

（１）目的 

この事業は、無医地区等の住民に対し、航空機を活用した巡回診療を行うこと

により、当該地域における安定的な医療の確保及び医療水準の向上を図ることを

目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県、市町村、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、

医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協及びその他厚生労働大臣が認める

者とする。 

（３）運営方針 

ア 原則として、航空機運航会社との契約のもと事業を実施することとし、安定

した運営を行えるよう調整に努めること。 

イ 年度単位の巡回診療計画を策定し、巡回診療回数や必要診療科等、地域ごと

の必要性に添った継続的な医療提供体制の確保に努めること。 

ウ 事業の実施にあたっては、医師、看護師等の安全について配慮すること。ま

た、必要に応じ生命保険への加入等を行うこと。 

 

 

７．へき地患者輸送車（艇） 

（１）目的 

この事業は、患者輸送車、患者輸送艇、患者輸送用雪上車及び医師往診用小型

雪上車を整備し、へき地の患者を医療機関まで輸送することにより、へき地にお

ける住民の医療を確保することを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、次のものとする。 

ア 都道府県 

イ 市町村 
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ウ へき地患者輸送事業の実施が必要と都道府県知事が判断し実施する日本赤十

字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会及び社会福

祉法人北海道社会事業協会 

エ へき地医療拠点病院及びへき地診療所の開設者 

オ その他上記以外で、へき地患者輸送事業の実施が必要と都道府県知事が判断

し実施する病院又は診療所の開設者 

（３）整備基準 
ア 患者輸送車 

整備しようとする場所を中心とするおおむね半径４㎞の区域内に医療機関がな

く、区域内の人口が原則として５０人以上であり、当該場所から医療機関まで通常

の交通機関を利用して（交通機関を利用できない地域にあっては徒歩で）１５分以

上を要する地域であること。 

イ 患者輸送艇 
次に掲げる地域であって、上記アに定める要件に該当する地域であること。 

（ア） 離島振興法第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域として指定され

た「離島の地域」 

（イ） 奄美群島振興開発特別措置法第１条に規定する「奄美群島（鹿児島県奄美市

及び大島郡の区域）」 

（ウ） 小笠原諸島振興開発特別措置法第４条第１項に規定する「小笠原諸島」 

（エ） 沖縄振興特別措置法第３条第３号に規定する「離島」 

ウ 患者輸送用雪上車 

豪雪地帯対策特別措置法第２条第２項に規定する「特別豪雪地帯」であって、上

記アに定める要件に該当する地域（冬期無医地区等（豪雪のため冬に限り無医地区

等の状態となる地区）を含む）であること。 

エ 医師往診用小型雪上車 

上記ウに定める要件に該当する地域 

（４）その他 

へき地患者輸送車（艇）の有効活用による地域住民の利用の取り扱いについて

は、「医療施設等設備整備費補助金により取得したへき地患者輸送車（艇）の住

民利用に関する取り扱いについて」（平成１２年３月３１日付け健政発第４１５

号厚生省健康政策局長通知）に基づき実施すること。 

 

 

８．メディカルジェット（へき地患者輸送航空機） 

（１）目的 

この事業は、無医地区等や過疎地域の高度かつ専門的な医療の提供が困難な地

域等の住民に対し、近隣の医療機関では治療継続が困難な場合に根治的治療が受

けられるよう高度専門医療機関が所在する都心部へ航空機を活用した輸送を行う

ことにより、当該地域における安定的な医療の確保及び医療水準の向上を図るこ

とを目的とする。 
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（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県、市町村、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、

医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協及びその他厚生労働大臣が認める

者とする。 

（３）運営方針 

ア 原則として、航空機運航会社との契約のもと事業を実施することとし、安定

した運営を行えるよう調整に努めること。 

イ 輸送計画を策定し、搬送先医療機関や必要診療科等、地域ごとの必要性に添

った医療提供体制の確保に努めること。 

ウ 事業の実施にあたっては、患者の安全及び医療従事者が同乗する場合には医

療従事者の安全について配慮すること。 

（４）留意事項 

ア 輸送患者の選定にあたっては、原則として、計画的に輸送する患者を対象と

する。患者の容態及び医師の意見を聴取した上、航空機を活用するにあたって

の必要性、他の手段による輸送・搬送の可否等を確認するものとする。 

イ 高度専門医療機関を受診するため、医療機関等から空港までの移動及び空港

から医療機関等までの移動に要する経費については、原則として、利用者負担

とする。 

ウ 患者等の帰路輸送は、原則として、行わないものとする。 

 

 

９．特定地域保健医療システム 

（１）目的 

この事業は、隔絶性の高い離島や積雪のため交通が途絶する特別豪雪地帯等の

無医地区等に情報通信機器による保健医療情報システム体制を整備し、当該地区

住民の保健医療の確保を図ることを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県又は市町村とする。 

（３）整備基準 

次に掲げる地域に所在する無医地区等のうち、原則として人口２００人以上で

あり、最寄りの医療機関まで通常の交通機関を利用して３０分以上を要する地域

であって、かつ、へき地保健指導所が設置されている地域について、最寄りの医

療機関及びへき地保健指導所に伝送装置を設置すること。 

ア 離島振興法第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域として指定され

た「離島の地域」 

イ 奄美群島振興開発特別措置法第１条に規定する「奄美群島（鹿児島県奄美市

及び大島郡の区域）」 

ウ 豪雪地帯対策特別措置法第２条第２項に規定する「特別豪雪地帯」 

エ 小笠原諸島振興開発特別措置法第４条第１項に規定する「小笠原諸島」 
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オ 沖縄振興特別措置法第３条第３号に規定する「離島」 

カ 上記のほか、厚生労働大臣が適当と認めた地域 

（４）運営方針 

ア 医療情報の蓄積、管理 

最寄りの医療機関においては、あらかじめ対象となる地区住民に対して総合

検診を実施するなどにより基礎となる医療情報を収集、適宜検索できるよう整

理し、保管すること。なお、事業の実施にあたっては、「医療・介護関係事業

者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及び「医療情報シス

テムの安全管理に関するガイドライン」を遵守すること。 

イ 保健師の活動 

へき地保健指導所の保健師は、あらかじめ医療情報が管理されている者につ

いて診療、健康相談等の申し出があった場合、当該患者等に関する諸情報を最

寄りの医療機関の医師に伝送し、当該医師の指示を受けて必要な処置等を行う

こと。 

 

 

１０．へき地医療拠点病院支援システム 

（１）目的 

この事業は、小規模なへき地医療拠点病院の機能を強化するため、高度の機能

を有する病院等医療機関（以下「三次機能等病院」という。）とへき地医療拠点

病院との間に伝送装置を設置し、三次機能等病院がへき地医療拠点病院の診療活

動等を援助することにより医療機関相互の連携を図り、へき地における医療機能

の強化と医療水準の向上を図ることを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、へき地医療拠点病院の開設者とする。 

（３）整備基準 

ア 三次機能等病院及びこれと連携する一般病床１００床以下のへき地医療拠点

病院に情報通信機器又は医学的諸情報に関する相談やオンライン会議等に必要

な画像伝送・受信システム及び付属機器等（ソフトウェアの導入を含む。）

（以下「情報通信機器等」という。）を設置すること。 

イ 上記のほか、へき地医療拠点病院の機能の実情等を勘案し、都道府県知事が

必要と判断した病院に設置すること。 

（４）運営方針 

三次機能等病院の医師は、情報通信機器等により送られた医学的諸情報又は画

像等（以下「医学的諸情報等」という。）をもとに、へき地医療拠点病院の医師

に対し適切な助言、指導等を行うものとする。 

 

 

１１．へき地・離島診療支援システム 

（１）目的 
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この事業は、へき地・離島において恒常的な社会問題となっている医師不足に

ついて、医師が当該地域への勤務を敬遠する理由の一つである、「全ての医療に

精通していないため、へき地や離島における診療に不安がある」という点に着目

し、情報通信機器等を整備し、へき地医療拠点病院等とへき地・離島診療所間

で、診療所で抱える疾患に関する相談やオンライン会議等を開催し、へき地・離

島診療所に勤務する医師を積極的に参加させるなど、診療に対する不安の解消を

図ることを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

都道府県、市町村、厚生労働大臣が適当と認める者 

（３）補助条件 

以下に規定する支援側医療機関と依頼側医療機関の情報通信機器等の整備を行

うことにより一体的に情報通信機器等を運用する事業であること。 

ア 支援側医療機関 

（ア） 都道府県知事の指定を受けたへき地医療拠点病院 

（イ） その他厚生労働大臣が適当と認める医療機関 

イ 依頼側医療機関 

（ア） へき地診療所等 

（４）整備対象 

へき地や離島診療所の情報通信機器等の購入経費 

（５）運営方針 

へき地医療拠点病院の医師は、情報通信機器等により送られた医学的諸情報等

をもとに、へき地診療所の医師に対し適切な助言、指導等を行うものとする。 

 

１２．へき地診療所医師派遣強化事業 

（１）目的 

この事業は、へき地医療支援機構等の指導・調整の下に、へき地医療拠点病院

及び事業協力病院以外の医療機関からへき地診療所等へ医師及び看護師等の派遣

（代診医等の派遣を含む。）を行い、へき地における住民の医療を確保すること

を目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県、市町村、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、

医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協及びその他厚生労働大臣が認める

者（ただし、へき地医療拠点病院及び事業協力病院を除く。）とする。 

（３）事業の内容 

へき地医療支援機構等による指導・調整の下に、へき地診療所等への医師派遣

（代診医等の派遣を含む。）を行うものとする。 

 

 

１３．離島歯科診療班派遣事業 
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（１）目的 

この事業は、離島に歯科診療班を派遣し、地域住民の歯科医療を確保すること

を目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県とする。 

（３）運営基準 

ア 近接型離島の場合 

（ア） 定期船の就航が１日３便以下であり、かつ、所要時間が３０分以上で、

容易に歯科受診できない離島の住民を対象とする 

（イ） 原則として歯科医師１人、歯科衛生士２人及び事務職員１人で診療班を

編成し、２日から３日程度の日程で策定した歯科診療計画に基づき予防、

応急処置及び保健指導を行う。 

イ 遠隔型離島の場合 

（ア） 定期船の便数が極端に少ないため、受診することが極めて困難である離

島の住民を対象とする。 

（イ） 原則として歯科医師１人、歯科衛生士２人、歯科技工士１人及び事務職

員１人で診療班を編成し、１週間から２週間程度の日程で策定した歯科診

療計画に基づき予防、治療及び保健指導を行う。 

（４）整備基準 

離島歯科診療班派遣に必要な歯科医療機器を備えるものとする。 

 

 

１４．過疎地域等特定診療所整備事業 

（１）目的 

この事業は、過疎地域等における住民の眼科、耳鼻いんこう科又は歯科の特定

の診療科を確保することを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

事業の実施主体は、都道府県又は市町村とする。 

（３）整備基準 

ア 当該市町村内に眼科、耳鼻いんこう科又は歯科の診療機能を有する医療機関

がなく、当該診療科の医療の確保が極めて困難であるため、眼科、耳鼻いんこ

う科又は歯科の診療施設を整備する事業であること。 

イ 当該医療施設は、当該診療科の診療に従事する医師又は歯科医師が確保され

ていること。 

ウ 当該医療施設を設置する市町村が、過疎地域の持続的発展の支援に関する特

別措置法（令和３年法律第１９号。以下「新過疎法」という。）第２条第１項

に規定する過疎地域（過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５

号）第２条第１項に規定する過疎地域のうち、新過疎法第２条第１項に規定す

る過疎地域に該当しない地域においては、令和３年度から令和８年度までの間

（新過疎法第２条第１項第１号に規定する財政力指数で平成２９年度から令和
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元年度までの各年度に係るものを合算したものの３分の１の数値が０．４以下

の市町村については、令和３年度から令和９年度までの間）に限り、補助対象

の地域とみなす。）であること。 

（４）施設及び設備 

ア 施設 

眼科、耳鼻いんこう科又は歯科の診療部門並びに医師、歯科医師及び看護師

の住宅部門を設けるものとする。 

イ 設備 

眼科、耳鼻いんこう科又は歯科の診療機能として必要な医療機器を整えるも

のとする。 

 

 

１５．離島等患者宿泊施設・設備整備事業 

（１）目的 

この事業は、気象条件等によっては交通網が寸断されてしまうおそれのある、

もしくは特定の診療科が存在せず、一定水準の医療を受けるのに必要な医療機関

まで相当の時間を要する離島等地域の住民のうち、へき地医療拠点病院、特定の

医療機関に通院・入院せざるを得ない患者及びその家族のための宿泊施設を整備

することにより、患者の療養環境の向上に資することを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県、市町村、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、

医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協及びその他厚生労働大臣が適当と

認める者とする。 

（３）対象施設 

ア 施設 

離島等患者宿泊施設として必要な宿泊施設の新築、増改築及び改修に要する

  工事費又は工事請負費 

イ 設備 

離島等患者宿泊施設の初度設備に必要な備品購入費 

（４）整備基準 

整備対象となる施設とは、以下のア～エ全てを満たすものとする。 

ア 台風や降雪等、気象条件等によって比較的容易に交通網が寸断されてしまう

おそれがある、もしくは特定の診療科が存在せず、一定水準の医療を受けるた

めに必要な医療機関まで相当の時間を要し、容易に当該医療機関を利用できな

い地域として都道府県知事が判断し、厚生労働大臣が適当と認めた地域の住民

のうち、医師がその医学的判断により、通院又は入院が必要と認めた患者及び

付き添い等の必要があると認めた家族を利用対象としていること。 

イ 宿泊費用を徴収する場合は、光熱水料等の実費程度とすること。 
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ウ 設置場所が病院の敷地内もしくは隣接地であること。ただし、その他の場所

に設置すべき相当の事由があり、厚生労働大臣が適当と認めた場合はその限り

としない。 

エ 居室が個室であり、家族での宿泊や長期滞在にも支障を期さないよう配慮さ

れているものであること。 
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へき地医療拠点病院の新規指定申請について（桜ヶ丘病院）

１ 概要

独立行政法人地域医療機能推進機構桜ヶ丘病院（以下「桜ヶ丘病院」という。）か

ら、へき地診療所である井川診療所への医師派遣の実施計画を添えて、へき地医療

拠点病院の指定申請があった。

当該病院のへき地医療拠点病院指定について、静岡地域医療協議会の意見を伺う。

２ 指定要件（へき地保健医療対策等実施要綱、へき地の医療体制構築に係る指針）

無医地区及び準無医地区を対象として、へき地医療支援機構の指導・調整の下

に、以下の必須事業のいずれかを実施した実績を有する又は当該年度に実施でき

ると認められる病院をへき地医療拠点病院として指定する。（要綱 2(3)）

主要３事業（巡回診療、医師派遣、代診医派遣）を、月１回以上又は年 12回以

上実施することが望ましい。（指針第 2 2(3)②）

３ 桜ヶ丘病院が行う井川診療所への医師派遣の概要

４ 井川診療所の概要（へき地診療所）

必須事業（要綱 2(4)） 要件 申請

巡回診療等によるへき地住民の医療確保に関すること 12 回／年 ―

へき地診療所等への医師派遣（代診医等の派遣を含む）

及び技術指導、援助に関すること
12 回／年

医師派遣

12 回／年

遠隔医療等の各種診療支援に関すること １回／年 ―

派遣開始時期 令和５年７月予定

派遣回数
月１回程度

延べ１２回程度予定（令和５年度）

派遣医師の診療科 内科

名称 静岡市国民健康保険井川診療所

所在地 静岡市葵区井川 1133-2

開設者 静岡市

診療科目 内科・小児科・外科・歯科

病床数 ２床

勤務医師数 常勤１人（令和５年１月時点）

診療日 火・水・木曜日

代診医受入状況 県立総合病院 令和４年度 11回

資料４-３
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５ 井川地区の状況

６ 桜ヶ丘病院の概要

７ 県の方針（今後の手続き）

地区名 井川地区 備考

総世帯数、人口 174 世帯、269 人 令和５年３月末時点

高齢化率 60.5％ 令和５年３月末時点

最も近い医療機関からの距離 38km 玉川診療所（内科）

名称 桜ヶ丘病院

所在地 静岡市清水区桜が丘町 13 番 23 号

開設者 独立行政法人地域医療機能推進機構

診療科目
内科、外科、整形外科、泌尿器科、眼科、

歯科口腔外科、放射線科、甲状腺科

病床数 199 床（一般：199 床、療養：０床、精神：０床）

７月４日(火) へき地医療拠点病院指定申請書を提出

７月５日(水) 静岡地域医療協議会

７月６日(木)頃 へき地医療支援計画推進会議 意見照会

７月 19日(水)頃 へき地医療支援計画推進会議 回答期限

意見照会後
意見照会結果を推進会議会長へ報告

厚生労働省へ相談

2～3週間後 厚生労働省より回答

厚生労働省回答後 へき地医療拠点病院として指定（県）

８月 30日(水) 医療審議会へ報告
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医
師

の
働

き
方

改
革

に
つ

い
て

特
定

労
務

管
理

対
象

機
関

の
指

定

（
特

定
労

務
管

理
対

象
機

関
の

申
請

医
療

機
関

：
県

立
総

合
病

院
（
Ｂ

水
準

、
連

携
Ｂ

水
準

）
  

　
【
資

料
５

-
１

】
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特
定

労
務

管
理

対
象

機
関

指
定

申
請

１
区

　
分

内
　

容
今

回
申

請
件

数

地 域 医 療 確 保 暫 定 特 例 水 準

Ｂ
水

準
特

定
地

域
医

療
提

供
機

関

・救
急

医
療

・
居

宅
等

に
お

け
る

医
療

・
地

域
に

お
い

て
当

該
病

院
又

は
診

療
所

以
外

で
提

供
す

る
こ

と
が

困
難

な
医

療
 

１
（県

立
総

合
病

院
）

連
携

Ｂ
水

準
連

携
型

特
定

地
域

医
療

提
供

機
関

地
域

医
療

提
供

体
制

確
保

の
た

め
に

、
他

の

医
療

機
関

に
派

遣
さ

れ
、

通
算

し
た

時
間

外
が

96
0
時

間
を

超
え

ざ
る

を
得

な
い

場
合

 

１
（県

立
総

合
病

院
）

集 中 的 技 能 向 上 水 準

Ｃ
－

１
水

準
技

能
向

上
集

中
研

修
機

関
臨

床
研

修
又

は
専

門
研

修
を

受
け

る
た

め
に

96
0
時

間
を

超
え

ざ
る

を
得

な
い

場
合

  
－

Ｃ
－

２
水

準
特

定
高

度
技

能
研

修
機

関

Ｃ
－

１
以

外
で

高
度

な
技

能
習

得
の

研
修

の
た

め
に

9
6
0
時

間
を

超
え

ざ
る

を
得

な
い

場
合

 
（厚

生
労

働
大

臣
の

確
認

を
受

け
た

者
に

限
る

）
 

－

計
２
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特
定

労
務

管
理

対
象

機
関

指
定

申
請

２
指

定
に

当
た

っ
て

は
、

国
の

医
療

機
関

勤
務

環
境

評
価

セ
ン

タ
ー

受
審

後
、

医
療

法
（
昭

和
2
3
年

法
律

第
2
0
5
号

）
第

1
1
3
条

第
５

項
等

の
規

程
に

よ
り

県
医

療
審

議
会

に
意

見
を

聴
く
必

要
が

あ
る

。
 

水
　

準
 

各
水

準
適

用
の

理
由

 
意

見
聴

取
手

続
き

（
案

）
 

Ｂ
水

準
（
地

域
医

療
確

保
暫

定
特

例
水

準
）
 

 

 
Ｂ

水
準

 
（特

定
地

域
医

療
 

提
供

機
関

）
 

救
急

医
療

等
の

た
め

に
特

例
水

準
適

用
が

必
要

 

①
各

圏
域

地
域

医
療

協
議

会
 
（
又

は
地

域
医

療
構

想
調

整
会

議
（
以

下
同

じ
）
）

 
②

静
岡

県
医

療
対

策
協

議
会

及
び

　
 
同

医
師

確
保

部
会

 

 
連

携
Ｂ

水
準

 
（医

師
派

遣
）

 

他
の

医
療

機
関

に
医

師
派

遣
を

行
う

た
め

に
特

例
水

準
適

用
が

必
要

 

①
各

圏
域

地
域

医
療

協
議

会
 

②
静

岡
県

医
療

対
策

協
議

会
医

師
確

保
部

会
 
（
医

療
対

策
協

議
会

に
報

告
）

 

Ｃ
水

準
（
集

中
的

技
能

向
上

水
準

）
 

 

 

Ｃ
－

１
水

準
 

（技
能

向
上

集
中

 
研

修
機

関
）
 

臨
床

研
修

又
は

専
門

研
修

を
受

け
る

た
め

に
特

例
水

準
適

用
が

必
要

 

①
各

圏
域

地
域

医
療

協
議

会
 

②
静

岡
県

医
療

対
策

協
議

会
医

師
確

保
部

会
 （

医
療

対
策

協
議

会
に

報
告

）
 

 

Ｃ
－

２
水

準
 

（特
定

高
度

技
能

 
研

修
機

関
）
 

Ｃ
－

１
以

外
で

高
度

な
技

能
習

得
の

研
修

の
た

め
に

特
例

水
準

適
用

が
必

要
（
厚

生
労

働
大

臣
の

確
認

を
受

け
た

者
に

限
る

）
 

①
各

圏
域

地
域

医
療

協
議

会
 

②
静

岡
県

医
療

対
策

協
議

会
医

師
確

保
部

会
 （

医
療

対
策

協
議

会
に

報
告

）
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特
定

労
務

管
理

対
象

機
関

指
定

申
請

３
○

県
立

総
合

病
院

か
ら

Ｂ
水

準
及

び
連

携
Ｂ

水
準

に
つ

い
て

指
定

申
請

が
あ

っ
た

た
め

、
　

 以
下

の
点

に
つ

い
て

意
見

を
伺

う
。

○
本

部
会

及
び

各
協

議
会

に
て

意
見

を
聴

取
後

、
県

医
療

審
議

会
に

て
御

意
見

を
伺

う
。

区
　

分
意

見
聴

取
事

項

静
岡

地
域

医
療

協
議

会

静
岡

圏
域

の
地

域
医

療
提

供
体

制
の

確
保

の
観

点
か

ら
、

救
急

医
療

提
供

及
び

他
の

機
関

へ
医

師
派

遣
を

行
う

た
め

に
、

医
師

が
一

般
則

を
超

え
ざ

る
を

え
な

い
こ

と
つ

い
て

御
意

見
を

伺
う

。

医
師

確
保

部
会

医
師

確
保

の
観

点
か

ら
、

救
急

医
療

提
供

及
び

他
の

機
関

へ
医

師
派

遣
を

行
う

た
め

に
、

医
師

が
一

般
則

を
超

え
ざ

る
を

え
な

い
こ

と
に

つ
い

て
御

意
見

を
伺

う
。
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特
定

労
務

管
理

対
象

機
関

指
定

申
請

２
特

定
地

域
医

療
提

供
機

関
（
Ｂ

水
準

対
象

機
関

）
 

【今
回

申
請

】
　

静
岡

県
立

総
合

病
院

　
１

件

項
 目

指
定

要
件

 
審

査
状

況
 

備
　

考
 

１
三

次
救

急
医

療
機

関
 

○
救

急
医

療
機

関
指

定

「二
次

救
急

医
療

機
関

」か
つ

「
救

急
車

の
受

入
件

数
年

間
1
00

0
件

以
上

又
は

診
療

時
間

外
・休

日
・夜

間
の

入
院

患
者

年
間

50
0
人

以
上

」
－

２
１

に
係

る
業

務
に

従
事

す
る

医
師

の
時

間
外

・休
日

労
働

時
間

が
年

96
0

時
間

を
超

え
る

必
要

が
あ

る
 

時
短

計
画

案
評

価
済

評
価

セ
ン

タ
ー

３

・当
該

病
院

又
は

診
療

所
に

勤
務

す
る

医
師

そ
の

他
関

係
者

の
意

見
を

聴
い

て
作

成
さ

れ
て

い
る

 
・当

該
病

院
又

は
診

療
所

に
勤

務
す

る
医

師
の

労
働

時
間

の
状

況
 

・当
該

病
院

又
は

診
療

所
に

勤
務

す
る

労
働

が
長

時
間

に
わ

た
る

医
師

の
労

働
時

間
の

短
縮

に
係

る
目

標
 

・当
該

病
院

又
は

診
療

所
に

勤
務

す
る

医
師

の
労

務
管

理
及

び
健

康
管

理
に

関
す

る
事

項
 

・上
記

の
ほ

か
当

該
病

院
又

は
診

療
所

に
勤

務
す

る
労

働
が

長
時

間
に

わ
た

る
医

師
の

労
働

時
間

の
短

縮
に

関
す

る
事

項
 

時
短

計
画

案
評

価
済

 評
価

セ
ン

タ
ー

４
必

要
な

面
接

指
導

並
び

に
休

息
時

間
の

確
保

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
達

成
　

評
価

セ
ン

タ
ー

５
労

働
法

制
に

か
か

る
違

反
、

そ
の

他
の

措
置

が
な

い
○

誓
約

書
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特
定

労
務

管
理

対
象

機
関

指
定

申
請

３
連

携
型

特
定

地
域

医
療

提
供

機
関

（
連

携
Ｂ

水
準

対
象

機
関

）
 

【今
回

申
請

】
　

静
岡

県
立

総
合

病
院

　
１

件

項
 目

指
定

要
件

 
審

査
状

況
備

　
考

 

１
医

師
の

派
遣

を
通

じ
て

、
地

域
の

医
療

提
供

体
制

を
確

保
す

る
た

め
に

必
要

な
役

割
を

担
う

医
療

機
関

 
○

派
遣

許
可

申
請

書

２
１

に
係

る
業

務
に

従
事

す
る

医
師

の
時

間
外

・休
日

労
働

時
間

が
年

96
0

時
間

を
超

え
る

必
要

が
あ

る
 

時
短

計
画

案
評

価
済

評
価

セ
ン

タ
ー

３

・当
該

病
院

又
は

診
療

所
に

勤
務

す
る

医
師

そ
の

他
関

係
者

の
意

見
を

聴
い

て
作

成
さ

れ
て

い
る

 
・当

該
病

院
又

は
診

療
所

に
勤

務
す

る
医

師
の

労
働

時
間

の
状

況
 

・当
該

病
院

又
は

診
療

所
に

勤
務

す
る

労
働

が
長

時
間

に
わ

た
る

医
師

の
労

働
時

間
の

短
縮

に
係

る
目

標
 

・当
該

病
院

又
は

診
療

所
に

勤
務

す
る

医
師

の
労

務
管

理
及

び
健

康
管

理
に

関
す

る
事

項
 

・上
記

の
ほ

か
当

該
病

院
又

は
診

療
所

に
勤

務
す

る
労

働
が

長
時

間
に

わ
た

る
医

師
の

労
働

時
間

の
短

縮
に

関
す

る
事

項
 

時
短

計
画

案
評

価
済

 評
価

セ
ン

タ
ー

４
必

要
な

面
接

指
導

並
び

に
休

息
時

間
の

確
保

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
達

成
　

評
価

セ
ン

タ
ー

５
労

働
法

制
に

か
か

る
違

反
、

そ
の

他
の

措
置

が
な

い
○

誓
約

書
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特
定

労
務

管
理

対
象

機
関

指
定

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

区
　

分
時

　
期

県
へ

の
指

定
申

請
令

和
５

年
４

月
27

日

意 見 聴 取

医
師

確
保

部
会

令
和

５
年

６
月

15
日

静
岡

地
域

医
療

協
議

会
令

和
５

年
７

月
 ５

日
　

（
本

日
）

県
医

療
対

策
協

議
会

令
和

５
年

７
月

12
日

医
療

審
議

会
令

和
５

年
８

月
30

日

指
定

結
果

通
知

医
療

審
議

会
後
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医
師
の

働
き
方

改
革
へ

の
対
応

（
医
療

局
地

域
医
療

課
）

１
要

旨

働
き

方
改
革
関

連
法

、
改
正

医
療
法

等
に
よ

り
、
令

和
６
年

４
月
適

用
の
医
師

の
労

働
時
間

の
上
限
規

制
等

が
法

制
化

さ
れ
た
。

県
は

、
法
定
の

指
定

等
の
準

備
を
進

め
る
と

と
も
に

、
地
域

医
療
を

確
保
す
る

観
点

か
ら
的

確
に
対
応

す
る

。

２
法

改
正
等

(1
)
働

き
方
改
革

関
連

法
（

平
成

30
年
法
律

第
7
1
号
）

平
成

31
年
４

月
１
日

施
行

(2
)
改

正
医
療
法

（
令

和
３
年

法
律
第

49
号

）
令

和
３
年

1
0
月

１
日
～

令
和

６
年

４
月

１
日
段
階

的
に

施
行

(3
)
労

働
基
準
法

施
行

規
則
の

改
正
省

令
等
（

令
和
４

年
省
令

第
５
・

６
号
）

令
和

６
年
４
月

１
日

施
行

労
働
基
準
法

時
間
外

労
働

の
上
限

（
罰
則
付
。
医
師
は
令
和
６
年
４
月
か
ら
適
用
）
、
年
５
日
の
年

次
有

給
休
暇

の
取
得

等

労
働
安
全
衛

生
法

労
働
時

間
の

状
況
の

把
握
の
義
務
化

等

医
療
法

・
勤
務

医
が
長

時
間
労

働
と
な
る
医
療
機
関
に
お
け
る
医
師
労
働
時
間
短
縮
計
画
を
作
成

・
地
域

医
療
の

確
保
や

集
中
的
な
研
修
実
施
の
観
点
か
ら
、
や
む
を
得
ず
高
い
上
限
時
間
を

適
用
す

る
医
療

機
関

を
都
道

府
県
知

事
が

指
定

・
当
該

医
療
機

関
に
お

け
る
健
康
確
保
措
置
（
面
接
指
導
、
連
続
勤
務
時
間
制
限
、
勤
務
間

イ
ン
タ

ー
バ
ル

規
制

等
）
を

実
施

診
療
放
射
線

技
師
法
等

・
タ
ス

ク
・
シ

フ
ト
/
シ

ェ
ア

を
推
進
し
、
医
師
の
負
担
を
軽
減
し
つ
つ
医
療
関
係
職
種

が
専

門
性
を

活
か

せ
る
様

、
各

職
種
の

業
務
範

囲
拡

大

（
診
療

放
射
線

技
師
、

臨
床
検
査
技
師
、
臨
床
工
学
技
士
、
救
急
救
命
士
）

省
令
第
５
号

労
働
基

準
法
施

行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

・
年

9
6
0
時
間

以
下
／

月
1
0
0
時
間
未
満
（
Ａ
水
準
：
原
則
）

省
令
第
６
号

医
療
法

第
12
8

条
の

規
定
に

よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
労
働
基
準
法
第

1
4
1
条
第
２
項

の
厚
生

労
働
省

令
で

定
め
る

時
間
等

を
定

め
る
省

令

・
特
定

労
務
管

理
対
象

機
関
（
Ｂ
水
準
、
連
携
Ｂ
水
準
、
Ｃ
－
１
水
準
、
Ｃ
－
２
水
準
）
に

つ
い
て

年
1
,
8
6
0
時

間
以
下

／
月

1
0
0
時

間
未
満

【
資

料
５
-
２
】
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３
医

師
の
時
間

外
労

働
上
限

規
制

・
時

間
外
労
働

の
上

限
は
、

年
96
0
時

間
以

下
／
月

1
00

時
間

未
満

（
Ａ
水
準

）
が

原
則
。

・
地

域
医
療
提

供
体

制
の
確

保
や
医

療
技
能

の
向
上

の
た
め

に
や
む

を
得
ず
長

時
間

労
働
す

る
医
師
に

対
し

、
特

例
的

な
水
準
を

設
定

。

・
時

間
外
労
働

の
上

限
に
加

え
、
追

加
的
健

康
確
保

措
置
が

必
要
（

医
療
法
に

規
定

）

水
準

時
間

外
労

働
の
上

限
(
労
基

法
)

追
加

的
健

康
確
保

措
置
(
医
療

法
)

年
単
月

連
続

勤
務

時
間
制

限
勤
務

間
ｲﾝ
ﾀ
ｰ
ﾊﾞ

ﾙ等
面
接

指
導

原
則

Ａ
水

準
9
60

時
間

以
下

10
0
時

間
未

満

※
例
外
あ
り

10
0
時
間
以
上
と

な
る
場
合
は
医
療

法
に
基
づ
く
面
接

指
導
が
必
要

努
力

義
務

義
務

（
月

1
00

時
間

以
上

と
な
る

場
合

）

特
例

地
域
医
療

確
保

暫
定
特
例

水
準

第
11

3
条

、
第

1
1
8
条

Ｂ
水

準

地
域
医

療
確
保

の
観
点

か
ら
、
や
む
を
得
ず

Ａ
水
準

を
超
過

（
救
急

医
療
機
関
な
ど
）

1,
86
0
時

間
以

下

（
令
和

17
年
度
終
了
）

義
務

連
携

Ｂ
水

準

医
師
派

遣
を
通

じ
地
域

医
療
提
供
体
制
を
確
保

（
大
学

病
院
な

ど
）

特
例

集
中

的
技
能

向
上
水

準

第
11

9
条

、
第

1
2
0
条

Ｃ
－

１
水

準

臨
床
・

専
門
研

修
を
実

施

1,
86
0
時

間
以

下

Ｃ
－

２
水

準

高
度
な

技
能
を

有
す
る

医
師
を
育
成
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４
特

定
労
務
管

理
対

象
機
関

の
指
定

（
医
療

法
第

1
13

条
、

1
1
8
条

、
11
9
条
、

12
0
条

：
令
和
６

年
４

月
１
日

施
行

※
）

・
救

急
医
療
等

を
提

供
す
る

病
院
又

は
診
療

所
に
つ

い
て
、

医
療
機

関
の
開
設

者
の

申
請
に

よ
り
、
特

定
労

務
管

理
対

象
機
関
を

指
定

。

・
医

療
機
関
は

、
医

師
労
働

時
間
短

縮
計
画

案
を
作

成
し
、

評
価
セ

ン
タ
ー
の

評
価

を
受
け

た
上
で
、

県
に

申
請

。

・
県

は
医
療
審

議
会

の
意
見

を
聴
取

し
た
う

え
で
、

医
療
機

関
を
指

定
。

※
施
行

日
前
に

お
い
て

も
特
定

労
務
管
理

対
象

機
関

の
申

請
及
び
指

定
を

す
る
こ

と
が
で
き

る
（

令
和
３

年
法

律
第

4
9
号
附

則
第
５

条
～

第
８
条

）

上
限

規
制

の
開
始

・
時

間
外

労
働
上

限

・
追

加
的
健

康
確
保

措
置
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５
追

加
的
健
康

確
保

措
置
（

医
療
法

第
10
8
条

、
1
23

条
：

令
和
６

年
４
月

１
日
施
行

）

時
間

外
労
働
上

限
に

加
え
、

連
続
勤

務
時
間

制
限
・

勤
務
間

イ
ン
タ

ー
バ
ル
、

面
接

指
導
な

ど
の
追
加

的
健

康
確

保
措

置
が
必
要

。

＜
措
置

内
容
＞

項
目

概
要

連
続
勤

務
時
間

制
限
・

勤
務
間

イ
ン
タ

ー
バ
ル

（
第

1
23

条
）

始
業

か
ら

2
4
時

間
以
内

に
9
時

間
の
連

続
休
息

を
確
保

（
1
5
時
間

の
連
続

勤
務
制

限
）

（
宿

日
直
勤

務
や
臨

床
研
修

医
に
つ

い
て
例

外
あ
り

）

代
償
休

息

（
第

1
23

条
第

２
項
）

連
続

勤
務
時

間
制
限

・
勤
務

間
イ
ン

タ
ー
バ

ル
を
や

む
を
得

ず
確
保

で
き
な

い
時
は

、

翌
月

末
ま
で

に
代
償

休
息
を

付
与

面
接
指

導
等

（
第

1
08

条
）

月
の

時
間
外

が
1
00

時
間
以

上
と
な

る
場
合
、
1
00

時
間
以

上
と
な

る
前
に

措
置
を

実
施

追
加

的
健

康
確
保

の
履
行

に
つ
い

て
は
、
医

療
法

第
25

条
第
１

項
に
規
定

す
る

立
入
検
査

の
中
で

確
認

す
る
こ

と
と
す

る
。
立

入
検
査

は
、

全
医

療
機
関

に
対
し

て
原
則

毎
年
１
回

実
施

さ
れ
て

お
り
、
最

低
年

１
回
、

各
医
療

機
関
に

お
い
て

時
間

外
労
働

時
間

に
応
じ

た
面

接
指

導
、

連
続
勤

務
時
間

制
限
、

勤
務
間
イ

ン
タ

ー
バ
ル

等
の
追
加

的
健

康
確
保

措
置
が

適
切
に

実
施
さ

れ
て

い
る
か

を
確

認
し
、

必
要

に
応

じ
て

指
導
、

改
善
命

令
を
行

う
こ
と
と

す
る

。

（
医
師

の
働

き
方
改

革
の
推
進

に
関

す
る
検

討
会

中
間
と

り
ま
と

め
令
和
２

年
1
2
月

2
2
日

）
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６
関

係
各
所
の

対
応

事
項
（

令
和
４

年
11

月
時

点
）

(1
)
特

定
労
務
管

理
対

象
機
関

の
指
定

※
令

和
６

年
４
月

１
日
施

行
の
た

め
、
令

和
７
年

度
の

36
協

定
締
結

ま
で
に

指
定

(2
)
追

加
的
健
康

確
保

措
置
の

確
認

時
期

対
応
者

内
容

令
和
４

年
10

月
国

・
医
療
機

関
勤

務
環
境

評
価
セ
ン

タ
ー

で
の
評

価
申
請

受
付
開

始

（
評
価
期

間
約

４
ヶ
月

）

令
和
５

年
４
月

医
療
局

・
指
定
申

請
受

付
開
始

健
康
福

祉
セ
ン

タ
ー

（
保
健

所
）

・
地
域
医

療
協

議
会
に

て
意
見
聴

取

医
療
局

・
医
療
審

議
会

に
て
意

見
聴
取
（

８
月

、
12

月
、
３

月
）

・
知
事
に

よ
る

指
定

時
期

対
応
者

内
容

令
和
５

年
１
月

国
都

道
府
県

担
当

者
会
議

に
て
追
加

的
健

康
確
保

措
置
の

確
認
に

関
す

る
情

報
提
供
予

定

令
和
５

年
前
半

医
療
局

「
医
療
法

第
25

条
第

１
項

の
規
定

に
基
づ
く

立
入

検
査
要

綱
」

の
見
直

し

令
和
６

年
４
月

以
降

保
健
所

医
療
法
第

25
条
第
１

項
の

立
入
検

査
に
て
追

加
的

健
康
確

保
措

置
の
実

施
を

確
認

P56



次
期

（
第

９
次

）
保

健
医

療
計

画
の

策
定

【
資

料
６

-
１

】
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現
計

画
（

第
8
次

静
岡

県
保

健
医

療
計

画
）

の
概

要
 

区
分

 
内

 
容

 

法
的

根
拠

 
医

療
法

第
3
0
条

の
４

及
び

６
 

計
画

の
性

格
 

県
の

総
合

計
画

（
富

国
有

徳
の

美
し

い
“ふ

じ
の

く
に

”の
人

づ
く

り
・

富
づ

く
り

）
の

分
野

別
計

画
 で

あ
り

、
本

県
に

お
け

る
保

健
医

療
施

策
の

基
本

指
針

 

計
 画

 期
 間

 
2
0
1
8
年

度
（

平
成

3
0
年

度
）

か
ら

2
0
2
3
年

度
（

令
和

５
年

度
）

ま
で

の
６

年
間

 

２
次

保
健

医
療

圏
 

入
院

医
療

の
提

供
体

制
を

確
保

す
る

た
め

の
一

体
の

区
域

（
県

下
８

医
療

圏
）

 

基
準

病
床

数
 

療
養

病
床

及
び

一
般

病
床

２
６

，
７

２
０

床
（

８
圏

域
）

 
精

神
病

床
 

 
 

 
 

 
 

５
，

３
８

８
床

（
県

全
圏

域
）

 
結

核
病

床
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
８

２
床

（
県

全
圏

域
）

 
感

染
症

病
床

 
 

 
 

 
 

 
 

 
４

８
床

（
県

全
圏

域
）

 

疾
病

・
事

業
等

に
係

る
医

療
連

携
体

制
 

の
構

築
 

６
疾

病
（

が
ん

、
脳

卒
中

、
心

筋
梗

塞
等

の
心

血
管

疾
患

、
糖

尿
病

、
肝

炎
、

精
神

疾
患

）
 

５
事

業
（

救
急

医
療

、
災

害
時

に
お

け
る

医
療

、
へ

き
地

の
医

療
、

周
産

期
医

療
、

 小
児

医
療

（
小

児
救

急
医

療
を

含
む

。
）

）
 

在
宅

医
療

（
訪

問
診

療
の

促
進

、
訪

問
看

護
の

充
実

、
歯

科
訪

問
診

療
の

促
進

、
か

か
り

つ
け

薬
局

の
促

進
、

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
）

 

圏
域

別
計

画
 

医
療

資
源

や
住

民
の

健
康

状
態

等
は

圏
域

ご
と

に
実

状
が

異
な

る
こ

と
か

ら
、

地
域

の
状

況
に

応
じ

て
、

６
疾

病
５

事
業

及
び

在
宅

医
療

に
関

す
る

圏
域

別
の

計
画

を
策

定
。

 

そ
の

他
 

団
塊

の
世

代
が

後
期

高
齢

者
と

な
る

2
0
2
5
年

に
向

け
た

取
組

、
医

療
機

関
の

機
能

分
担

と
相

互
連

携
 、

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
構

築
 

ほ
か
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2
0
2
1
年

度
2
0
2
2
年

度
2
0
2
3
年

度
2
0
2
4
年

度
2
0
2
5
年

度
2
0
2
6
年

度
2
0
2
7
年

度
2
0
2
8
年

度
2
0
2
9
年

度
2
0
3
0
年

度
2
0
3
1
年

度

第
８

次
静

岡
県

保
健

医
療

計
画

（
６

年
計

画
 2

01
8
～

2
02

3
年

度
）

第
９

次
静

岡
県

保
健

医
療

計
画

（
６

年
計

画
　

20
24

～
2
02

9
年

度
）

第
1
0次

静
岡

県

保
健

医
療

計
画

第
９

次
長

寿
社

会
保

健
福

祉
計

画
(第

８
期

介
護

保
険

事
業

(支
援

)計
画

)

  介
護

保
険

計
画

  の
検

討
・作

成

 次
期

保
健

医
療

 計
画

 の
検

討
・作

成

  介
護

保
険

計
画

  の
検

討
・作

成

　 　 　 　 　 医 療 と 介 護 の 総 合 的 な 確 保

第
10

次
長

寿
社

会
保

健
福

祉
計

画
(第

９
期

介
護

保
険

事
業

(支
援

)計
画

)
第

11
次

長
寿

社
会

保
健

福
祉

計
画

(第
10

期
介

護
保

険
事

業
(支

援
)計

画
)

第
12

次
計

画
（

第
11

期
計

画
）

保
健

医
療

計
画

策
定

作
業

部
会

改
定

改
定

同
時

改
定

改
定

診
療

報
酬

改
定

介
護

報
酬

改
定

改
定

同
時

改
定

改
定

改
定

  保
健

医
療

計
画

  の
中

間
見

直
し

 次
期

介
護

保
険

 計
画

 の
検

討
・作

成

地
域
医

療
構
想

調
整

会
議

:
地

域
医

療
構
想

の
推

進
と

検
証

※
2
02
5
年

度
以

降
の

体
制

は
国

で
検

討
中

保
健

医
療

計
画

及
び

長
寿

社
会

保
健

福
祉

計
画

の
計

画
期

間

・
国

の
医

療
介

護
総

合
確

保
方

針
に

基
づ

き
、

医
療

計
画

と
長

寿
計

画
は

、
整

合
性

を
確

保
し

な
が

ら
、

同
時

に
改

定
。

・
そ

の
他

の
関

連
す

る
計

画
と

も
、

整
合

性
を

と
り

つ
つ

改
定

作
業

を
進

め
て

い
く

。
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第
９

次
静

岡
県

保
健

医
療

計
画

の
策

定
体

制

＜
各
種
専
門
家
会
議
の
実
施
＞

・
6
疾
病
5
事
業
等
、
各
専
門
分
野
を
協
議

 
○
県
が
ん
対
策
推
進
協
議
会

 
○
県
循
環
器
病
対
策
推
進
協
議
会

 
○
県
救
急
・
災
害
医
療
対
策
協
議
会

 
○
（
仮
称
）
感
染
症
対
策
連
携
協
議
会

 
○
看
護
職
員
確
保
対
策
連
絡
協
議
会
 
等

医
療
計
画

策
定
作
業

部
会

計
画
案

全
体
の
協
議

医
療

審
議
会

計
画
案
全
体
の

協
議
、
承
認

地
域
包
括
ケ
ア
推
進

ネ
ット
ワ
ー
ク
会
議

○
認
知
症
施
策
推
進
部
会

○
地
域
ﾘﾊ
ﾋﾞ
ﾘﾃ
ｰｼ
ｮﾝ
推
進
部
会

○
社
会
福
祉
施
設
等
感
染
症
対
策
推
進
部
会

地
域
包
括
ケ
ア
推
進

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会
議
（
８
圏
域
）

< 医 療>
< 福 祉>
< 介 護>

連
携

連
携

＜
委

員
 1

1人
＞

審
議

会
委

員
及

び
専

門
委

員
で

構
成

＜
委

員
30

人
＞

医
師

、歯
科

医
師

、
薬

剤
師

、受
療

者
、

学
識

経
験

者
で

構
成

圏
域

計
画

案
へ

の
意

見
・調

整

分
野

別
計

画
案

へ
の

意
見

・調
整

分
野

別
計

画
案

へ
の

意
見

・調
整

計
画

案
へ

の
意

見
・調

整

分
野

別
計

画
案

へ
の

意
見

・調
整

＜
各
圏
域
会
議
の
実
施
＞

・
圏
域
計
画
、
地
域
医
療
構
想
等
を
協
議

  ※
【
８
圏
域
・
区
域
】
賀
茂
、
熱
海
伊
東
、
駿
東
田
方
、
富
士
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
静
岡
、
志
太
榛
原
、
中
東
遠
、
西
部

※
「
駿
東
田
方
」
区
域
の
調
整
会
議
に
つ
い
て
は
、
「
駿
東
」
、

　
「
三
島
田
方
」
に
分
割
し
て
設
置

地
域
医
療
構
想
調
整
会
議
（
８
区
域
・
９
会
議
）

地
域
医
療
協
議
会
（
８
圏
域
・
８
会
議
）

医
療

対
策

協
議
会

地
域

医
療

構
想

及
び

医
療

従
事

者
確

保

医
療

従
事

者
確

保
に

関
す

る
こと
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医
療

審
議

会
（

同
計

画
策

定
作

業
部

会
）

・
医

療
対

策
協

議
会

委
員

区
分

氏
　

　
名

所
属

団
体

名
・
役

職
名

部
会

審 議 会 委 員

 ◎
紀

平
　

幸
一

 静
岡

県
医

師
会

会
長

　
　

　
加

陽
　

直
実

 静
岡

県
医

師
会

副
会

長

　
　

齋
藤

　
昌

一
 静

岡
県

医
師

会
副

会
長

部
会

長
　

　
福

地
　

康
紀

 静
岡

県
医

師
会

副
会

長

　
　

木
本

　
紀

代
子

 静
岡

県
医

師
会

会
員

　
　

谷
口

　
千

津
子

 静
岡

県
医

師
会

会
員

　
　

毛
利

　
博

 静
岡

県
病

院
協

会
会

長
〇

　
　

荻
野

　
和

功
 静

岡
県

病
院

協
会

副
会

長

　
　

伊
藤

　
惠

利
子

 静
岡

県
病

院
協

会
参

与

　
　

山
岡

　
功

一
 静

岡
県

精
神

科
病

院
協

会
副

会
長

　
　

大
松

　
高

 静
岡

県
歯

科
医

師
会

会
長

　
　

大
内

　
仁

之
 静

岡
県

歯
科

医
師

会
専

務
理

事
〇

　
　

松
田

　
美

代
子

 静
岡

県
歯

科
医

師
会

理
事

　
　

石
川

　
幸

伸
 静

岡
県

薬
剤

師
会

会
長

　
　

山
口

　
宜

子
 静

岡
県

薬
剤

師
会

常
務

理
事

〇
　

　
小

野
　

達
也

 静
岡

県
市

長
会

（
伊

東
市

長
）

〇
　

　
太

田
　

康
雄

 静
岡

県
町

村
会

（
森

町
長

）
〇

　
　

田
中

　
弘

俊
 健

康
保

険
組

合
連

合
会

静
岡

連
合

会

　
　

長
野

　
豊

 全
国

健
康

保
険

協
会

静
岡

支
部

長
〇

　
　

石
田

　
友

子
 認

知
症

の
人

と
家

族
の

会
静

岡
県

支
部

　
代

表

　
　

稲
葉

　
由

子
 し

ず
お

か
女

性
の

会
運

営
委

員

　
　

今
野

　
弘

之
 国

立
大

学
法

人
浜

松
医

科
大

学
学

長
〇

　
　

渡
邊

　
昌

子
 静

岡
県

看
護

協
会

会
長

〇
  

○
杉

本
　

好
重

 静
岡

県
議

会
厚

生
委

員
会

副
委

員
長

　
　

山
本

　
た

つ
子

 静
岡

県
社

会
福

祉
協

議
会

理
事

　
　

多
田

　
み

ゆ
き

 静
岡

県
訪

問
看

護
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
協

議
会

副
会

長
 

　
　

木
苗

　
直

秀
 県

立
大

学
特

別
顧

問

　
　

佐
野

　
由

香
利

 静
岡

新
聞

社
編

集
局

社
会

部
記

者

　
　

鈴
木

　
み

ち
え

 順
天

堂
大

学
保

健
看

護
学

部
客

員
教

授

　
　

中
村

　
祐

三
子

 N
P

O
法

人
静

岡
県

介
護

支
援

専
門

員
協

会
理

事

専
門

委
員

　
　

小
林

　
利

彦
 地

域
医

療
構

想
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
〇

　
　

竹
内

　
浩

視
 地

域
医

療
構

想
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
〇

所
属

団
体

団
体

職
名

氏
　

　
名

 静
岡

県
医

師
会

副
 会

 長
◎

齋
藤

　
昌

一

 静
岡

県
医

師
会

理
　

　
事

小
野

　
宏

志

 静
岡

県
立

静
岡

が
ん

セ
ン

タ
ー

病
 院

 長
小

野
 裕

之

 県
立

こ
ど

も
病

院
院

　
　

長
坂

本
　

喜
三

郎

 伊
東

市
民

病
院

管
 理

 者
川

合
　

耕
治

 富
士

市
立

中
央

病
院

院
　

　
長

児
島

　
章

 藤
枝

市
立

総
合

病
院

院
　

　
長

中
村

　
利

夫

 磐
田

市
立

総
合

病
院

事
業

管
理

者
鈴

木
　

昌
八

 順
天

堂
大

学
医

学
部

附
属

静
岡

病
院

院
　

　
長

佐
藤

　
浩

一

 県
立

総
合

病
院

院
　

　
長

小
西

　
靖

彦

 聖
隷

三
方

原
病

院
院

　
　

長
荻

野
　

和
功

 伊
豆

今
井

浜
病

院
院

　
　

長
小

田
　

和
弘

 浜
松

医
科

大
学

副
 学

 長
松

山
　

幸
弘

 国
立

病
院

機
構

静
岡

医
療

セ
ン

タ
ー

院
　

　
長

岡
﨑

　
貴

裕

 静
岡

県
病

院
協

会
会

　
　

長
毛

利
　

　
博

 静
岡

県
市

長
会

焼
津

市
長

中
野

　
弘

道

 静
岡

県
町

村
会

森
 町

 長
○

太
田

　
康

雄

 静
岡

県
地

域
女

性
団

体
連

絡
協

議
会

会
　

　
長

岩
崎

　
康

江

 静
岡

県
社

会
福

祉
協

議
会

会
　

　
長

神
原

　
啓

文

 静
岡

新
聞

社
編

集
局

記
者

大
須

賀
　

伸
江

 地
域

医
療

構
想

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

会
　

　
員

小
林

　
利

彦

 地
域

医
療

構
想

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

特
任

教
授

竹
内

　
浩

視

 静
岡

社
会

健
康

医
学

大
学

院
大

学
副

学
長

浦
野

　
哲

盟

＜
医

療
審

議
会

＞
◎

会
長

、
〇

副
会

長
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

R
5
.4

.1
時

点
＜

医
療

対
策

協
議

会
＞

◎
会

長
、

〇
副

会
長

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
R

5
.4

.1
時

点
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区
分

令
和

４
年

度
 

令
和

５
年

度

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

県 全 体

 医
療

審
議

会
第

２
回

(3
/
2
7
)

 
 

 

 
 第

１
回

【
骨

子
】

（
8
/3

0
）

 
 

 
 第

２
回

【
素

案
】

（
1
2
/2

2
）

 
 

第
３

回
【

最
終

】
(3

/2
6
)

 保
健

医
療

計
画

 策
定

作
業

部
会

第
１

回
(1

2
/1

)
第

１
回

（
5
/2

4
)

 第
２

回
【

骨
子

】
（

8
/9

）

 第
３

回
【

素
案

】
（

1
2
/6

）

第
４

回
【

最
終

】
(3

/1
2
)

 医
療

対
策

協
議

会
 ※

地
域

医
療

構
想

、
医

療
従

 
 

事
者

確
保

を
協

議

第
３

回
(3

/
1
4
) 

 第
１

回
【

骨
子

】
（

7
/1

2
）

第
２

回
【

素
案

】
（

1
1
/2

1
）

第
２

回
【

最
終

】
（

2
/2

9
）

各 圏 域

 地
域

医
療

協
議

会
第

１
回

【
骨

子
】

第
２

回
【

素
案

】
第

３
回

【
最

終
】

 地
域

医
療

構
想

 調
整

会
議

 
関

連
会

議
（

各
専

門
家

会
議

）

事 務 局

 本
庁

関
係

各
課

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 各
保

健
所

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

策 定 指 針 の 提 示 （ 厚 労 省 ）

次 期 医 療 計 画 （ 骨 子 案 ）

次 期 医 療 計 画 （ 素 案 ）

次 期 医 療 計 画 （ 最 終 案 ）

2次
医

療
圏

・
構

想
区

域

基
準

病
床

数

在
院

患
者

調
査

圏
域

別
計

画
の

作
成

圏
域

版
（
素

案
）作

成

計
画

（
素

案
）
作

成

圏
域

版
（
最

終
案

）

計
画

（
最

終
案

）作
成

パ
ブ

コ
メ

関
係

団
体

意
見

聴
取

第
９

次
静

岡
県

保
健

医
療

計
画

の
策

定
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
（

案
）

骨
子
作
成
協
議

素
案
作
成
協
議

最
終
案
協
議
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第
9
次

静
岡

県
保

健
医

療
計

画
の

全
体

構
成

（
案

）

第
１

章
 基

本
的

事
項

 
基

本
理

念
、

計
画

期
間

、
将

来
に

向
け

た
取

組
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

 
等

第
２

章
 保

健
医

療
の

現
況

 
人

口
、

受
療

動
向

、
医

療
資

源
 

等

第
３

章
 保

健
医

療
圏

 
保

健
医

療
圏

設
定

の
基

本
的

な
考

え
方

 
保

健
医

療
圏

の
設

置
、

基
準

病
床

数
 

等

第
４

章
 地

域
医

療
構

想
 

構
想

区
域

、
２

０
２

５
年

の
必

要
病

床
数

・
在

宅
医

療
の

必
要

量
、

実
現

に
向

け
た

方
向

性
 

等

第
５

章
 医

療
機

関
の

機
能

分
化

と
相

互
連

携
 

医
療

機
関

の
機

能
分

化
と

連
携

、
公

的
病

院
等

の
役

割
外

来
医

療
に

係
る

医
療

提
供

体
制

の
確

保
（

か
か

り
つ

け
医

・
外

来
機

能
報

告
等

）
、

医
療

Ｄ
Ｘ

 
等

第
６

章
 疾

病
・

事
業

・
在

宅
医

療
ご

と
の

医
療

連
携

体
制

 
が

ん
、

脳
卒

中
、

心
血

管
疾

患
、

糖
尿

病
、

肝
炎

、
 

精
神

疾
患

、
救

急
、

災
害

、
へ

き
地

、
周

産
期

、
小

児
、

 
在

宅
医

療
、

新
興

感
染

症
発

生
・

ま
ん

延
時

に
お

け
る

医
療

第
７

章
 各

種
疾

病
対

策
等

 
感

染
症

、
結

核
、

エ
イ

ズ
、

難
病

、
認

知
症

、
ア

レ
ル

ギ
ー

疾
患

、
移

植
医

療
、

血
液

確
保

、
治

験
、

歯
科

保
健

医
療

 
慢

性
閉

塞
性

肺
疾

患
（

C
O

P
D

)、
慢

性
腎

臓
病

（
C

K
D

)

第
８

章
 医

療
従

事
者

確
保

 
医

師
、

歯
科

医
師

、
薬

剤
師

、
看

護
職

員
、

ふ
じ

の
く

に
勤

務
環

境
改

善
支

援
セ

ン
タ

ー
、

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
 

等

第
９

章
 医

療
安

全
対

策
の

推
進

 
医

療
安

全
支

援
セ

ン
タ

ー
 

等

第
1
0
章

 健
康

危
機

管
理

対
策

の
推

進
 

健
康

危
機

管
理

体
制

、
医

薬
品

等
安

全
対

策
、

食
品

の
安

全
衛

生
、

生
活

衛
生

対
策

 
等

第
1
1
章

 保
健

・
医

療
・

福
祉

の
総

合
的

な
取

組
の

推
進

 
健

康
寿

命
の

延
伸

、
高

齢
化

に
伴

い
増

加
す

る
疾

患
等

対
策

 
高

齢
者

・
母

子
・

障
害

者
保

健
福

祉
 

等
 

第
1
2
章

 計
画

の
推

進
方

策
と

進
行

管
理

 
数

値
目

標
の

進
行

管
理

２
次

保
健

医
療

圏
版

（
別

冊
）

 
各

圏
域

に
お

け
る

疾
病

・
事

業
・

在
宅

医
療

ご
と

の
医

療
連

携
体

制
 

等

※
下
線
は
主
な
新
規
・
修
正
項
目
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各
項

目
に

お
け

る
記

載
事

項
【

圏
域

版
】

（
案

）

○
 基

本
的

な
構

成
は

、
現

計
画

と
同

様
の

記
載

と
す

る
○

 冒
頭

で
、

各
圏

域
の

「
対

策
の

ポ
イ

ン
ト

」
を

記
載

○
 ３

の
冒

頭
に

、
重

点
的

に
取

り
組

む
事

項
等

に
係

る
数

値
目

標
を

設
定

＜
圏

域
版

の
構

成
＞

 

【
対

策
の

ポ
イ

ン
ト

】
 

１
　

医
療

圏
の

現
状

 
（

１
）

人
口

及
び

人
口

動
態

 （
年

齢
階

級
別

人
口

、
将

来
推

計
人

口
、

出
生

、
死

亡
の

状
況

）
（

２
）

医
療

資
源

の
状

況
  
（

医
療

施
設

の
設

置
状

況
、

医
療

従
事

者
数

）

２
　

地
域

医
療

構
想

 
（

１
）

2
0
2
5
年

の
必

要
病

床
数

 
（

２
）

在
宅

医
療

等
の

必
要

量
（

３
）

医
療

機
関

の
動

向
（

４
）

実
現

に
向

け
た

方
向

性

３
　

疾
病

・事
業

及
び

在
宅

医
療

の
医

療
連

携
体

制
 

【
数

値
目

標
】

（
重

点
的

に
取

り
組

む
事

項
等

に
係

る
も

の
）

 
（

１
）

現
状

と
課

題
（

２
）

施
策

の
方

向
性

 

＜
該

当
す

る
疾

病
・

事
業

等
＞

が
ん

、
脳

卒
中

、
心

筋
梗

塞
等

の
心

血
管

疾
患

糖
尿

病
、

肝
炎

、
精

神
疾

患
救

急
、

災
害

、
へ

き
地

、
周

産
期

、
小

児
在

宅
医

療
、

認
知

症
、

地
域

リ
ハ
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河津町
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南伊豆町
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伊東市
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沼津市
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裾野市
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静岡市

川根本町

焼津市

藤枝市

島田市
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焼津市

藤枝市

島田市

吉田町

静岡市

富士市
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沼津市
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志太榛原
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西部

富士

静岡

志太榛原
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西部

駿東田方

富士
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静岡
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２次保健医療圏域図

「二次医療圏」の設定

１ 「二次医療圏」の設定について

・特殊な医療を除く入院医療に対応し、医療機関の機能連携に基づく医療サービスと広域的専門的

な保健サービスとの連携等により、県民に包括的な保健医療サービスを提供する圏域。

・主として病院の病床及び診療所の病床の整備を図る地域的単位として設定、療養病床及び一般病

床の基準病床数を設定。（医療法第 30 条の 4第２項第 14号、医療法施行規則第 30 の 30 第１項）

・設定にあたっては、受療動向、地理的条件、日常生活の需要の充足状況や交通状況等の社会的条

件等を考慮（医療法施行規則第 30の 29 第１項）

２ 医療計画作成指針（厚生労働省 R5.3.31）で示された二次医療圏の見直し基準

以上の全てに当てはまる場合（以下「トリプル 20 基準」という）、入院に係る医療を提供する一

体の区域として成り立っていないと考えられるため、設定の見直しについて検討することが必要。

３ 現状の２次医療圏（８圏域）

４ 流入流出患者の把握（在院患者調査の実施）

（１）調査対象施設 県内病院 及び 有床診療所（前回同様）

（２）調査基準日 令和５年５月 24日（水）(前回：平成 29 年５月 31日（水））

（３）調査方法 対象医療機関へ調査票を発送、県医療政策課で回収、集計

① 人口規模が２０万人未満

② 流入患者割合が２０％未満

③ 流出患者割合が２０％以上

※前回（H29.3.31)の指針

から基準に変更なし
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賀茂 熱海伊東

駿東田方

富士

静岡
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中東遠

西部
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流入患者割合

二次医療圏別　入院患者の圏内への流入患者割合、圏外への流出患者割合

自己完結型 流入型

流出入型流出型

※下線の医療圏は人口20万人未満

５ 各医療圏の人口と流出入患者割合（今回調査結果）

トリプル 20 基準に該当する二次医療圏は無い

６ 各圏域の状況

トリプル 20基準に該当する医療圏は無いが、各医療圏の現状について検証する。

（１）人口規模

・本県において人口 20万人未満の医療圏は、賀茂及び熱海伊東の２医療圏

・全国的には、令和２年１月時点で 335 医療圏のうち人口 20万人以下は 158 医療圏（44.5％）、

10 万人以下は 82 医療圏(24.5％)となっている。（厚生労働省調査）

（２）患者流出入の状況

・圏域を「流出型」「自己完結型」「流出入型」「流入型」の４区分に分類

前回(H29) 前回(H29)

賀茂 583.35 57,040 25.9% 25.1% 39.7% 35.4%
下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、
松崎町、西伊豆町

熱海伊東 185.79 96,878 27.8% 29.3% 39.5% 38.1% 熱海市、伊東市

駿東田方 1,276.79 628,306 21.0% 23.5% 9.3% 11.6%
沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、伊豆市、
伊豆の国市、函南町、清水町、長泉町、小山町

富士 634.03 368,830 8.9% 10.5% 22.2% 21.3% 富士宮市、富士市

静岡 1,411.93 683,358 15.2% 15.8% 7.0% 8.4% 静岡市

志太榛原 1,209.36 446,212 4.5% 5.3% 18.3% 18.4%
島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、
吉田町、川根本町

中東遠 831.14 460,846 8.3% 8.8% 23.0% 24.7%
磐田市、掛川市、袋井市、御前崎市、
菊川市、森町

西部 1,644.62 840,724 13.3% 14.2% 11.2% 9.7% 浜松市、湖西市

合計 7,777.01 3,582,194 - - - - -

　流入患者割合 　流出患者割合

　※網掛けは見直し基準に該当する項目（人口、流入患者割合、流出患者割合の３項目全てに該当すると、見直しの検討対象）
　　＜出典＞面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（令和４年10月1日現在）
 　　　　　  人口：静岡県経営管理部「静岡県年齢別人口推計」（令和４年10月1日現在）
　　　 　　  流出入患者割合：静岡県健康福祉部「在院患者調査」（令和５年５月24日（水）。前回は平成29年５月31日（水））

二次
医療圏

面積
㎢（  ）

人口
( 人 )

構成市町
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（３）各圏域の状況

区分 圏域 内容

自己

完結

型

・静岡

・志太榛原

・西部

・流出入が 20％未満であり、患者移動割合が少ない圏域

・３圏域とも 80～90％の高い自己完結率で推移

・西部の自己完結率は、前回より減少。患者数全体では、H29 調査時より減

少する中、県外流出患者数が横ばいなのが要因と考えられる。

流入

型
・駿東田方

・賀茂、熱海伊東、富士から多くの患者が流入

・自己完結率は前回より上昇し、90％を超えている。

流
出
型

・富士

・中東遠

・富士は、駿東田方へ、中東遠は西部へ主に流出

・自己完結率は、前回と比較し、富士は横ばい、中東遠は上昇

・富士の駿東田方への流出では、一般病床で、「静岡県立がんセンター」へ

の入院が半数を占めている。

・中東遠の西部への流出では、「浜松医科大学附属病院」、「聖隷浜松病院」

への入院が半数を占めている。

・いずれも、特定機能病院や高度救命救急センターなど、特殊な医療を担う

病院へ流出している状況となっている。

流出

入型

・賀茂

・熱海伊東

・自己完結率は、両圏域ともに減少

・特に、賀茂圏域が減少しているが、患者数全体では、H29 調査時より減少

する中、圏外流出数がほぼ横ばいなのが要因。

・一方で、圏外流出の内訳として、一般病床で「順天堂大学医学部附属静岡

病院」や「静岡県立がんセンター」への入院が、賀茂圏域では７割、熱海

伊東圏域では８割を占めている。

・いずれも、特定機能病院や３次救急医療施設など、特殊な医療を担う病院

へ流出している状況となっている。

（単位：人）

 駿東田方への流出 西部への流出

うちがんＣ うち浜医 うち聖隷浜松

富士 225 110 中東遠 368 97 92

＜ 流出患者の内訳＞

一般病床 一般病床

＜ 流出患者の内訳＞ （単位：人）

 駿東田方への流出患者数

うち順天堂 うちがんＣ ２病院計

賀茂 145 82 23 105

熱海伊東 150 80 40 120

計 295 162 63 225

一般病床

今回
(R5)

前回
(H29)

前々回
(H26)

増減
(R5-H29)

増減
(R5-H26)

賀茂 流出入型 60.3% 64.6% 62.5% ▲4.3% ▲2.2%

熱海伊東 流出入型 60.5% 61.9% 52.8% ▲1.4% 7.8%

駿東田方 流入型 90.7% 88.4% 88.8% 2.2% 1.9%

富士 流出型 77.8% 78.7% 75.9% ▲0.9% 1.9%

静岡 自己完結型 93.0% 91.6% 91.2% 1.4% 1.7%

志太榛原 自己完結型 81.7% 81.6% 80.8% 0.1% 1.0%

中東遠 流出型 77.0% 75.3% 72.7% 1.7% 4.3%

西部 自己完結型 88.8% 90.3% 89.1% ▲1.5% ▲0.3%

※自己完結率…圏域内の医療機関に入院している割合

＜参考：各医療圏の自己完結率の推移＞（一般病床＋療養病床）

自己完結率

医療圏 区分
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＜参考資料＞２次保健医療圏等構成市町

構成市町名 ２次保健医療圏 ２次救急医療圏 周産期医療地域 精神科救急医療地域

下田市

賀茂 賀茂

東部

東部

東伊豆町

河津町

南伊豆町

松崎町

西伊豆町

熱海市
熱海伊東

熱海

伊東市 伊東

伊豆市

駿東田方

駿豆

伊豆の国市

沼津市

三島市

裾野市

函南町

清水町

長泉町

御殿場市
御殿場

小山町

富士宮市
富士 富士 富士

富士市

静岡市(清水区)

静岡

清水

中部

静岡

（志太榛原）
静岡市

(葵区,駿河区)
静岡

島田市

志太榛原 志太榛原 志太榛原

焼津市

藤枝市

牧之原市

吉田町

川根本町

磐田市

中東遠 中東遠

西部

中東遠

掛川市

袋井市

御前崎市

菊川市

森町

浜松市(天竜区)

西部

北遠

西部浜松市(天竜区以外)
西遠

湖西市
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第９次静岡県保健医療計画 骨子案（静岡圏域）

【（現計画）数値目標に対する進捗状況】

【圏域の課題】

（１） がん

・がん検診の受診率が目標値を達成できていない

（２）～（４）脳卒中・心筋梗塞等の心血管疾患・糖尿病

・予防・早期発見への取組

・医療提供体制・在宅療養支援の推進

（６）精神疾患

・普及啓発・相談支援についての取組

・精神科救急医療・在宅療養支援体制の整備

項目 策定時 現状値 目標値 進捗状況

がん検診受診率

胃がん（男）14.5％

胃がん（女）12.6％

肺がん（男）22.8％

肺がん（女）23.1％

大腸がん（男）23.7％

大腸がん（女）24.0％

（2016 年）

胃がん（男）

10.4％

胃がん（女）

11.9％

肺がん（男）

15.9％

肺がん（女）

22.0％

大腸がん（男）

20.7％

大腸がん（女）

26.7％

（2022 年）

40％

（2022 年）

大腸がん（女）は、数値改

善したが達成困難

その他：数値が悪化

子宮頸がん 41.4％

乳がん 37.7％

（2016 年）

53.9％

39.7％

（2022 年）

50％

（2022 年）

数値は改善したが達成は

困難

自宅看取り率
14.6％

（2016 年度）

28.6％

（2021 年）

30%

（2025 年）
目標達成の見込み

【対策のポイント】（協議会の意見を踏まえ修正予定）

○地域医療構想と在宅医療等の推進

・病床の機能分化の推進による医療機能の充実・強化

・「静岡市在宅医療・介護連携協議会」を中心とした地域包括ケアシステムの推進

○疾病の予防や重症化予防の推進

・特定健診及びがん検診受診率の向上

・精密検診受診率の向上及び未把握者の解消

・医師会、保険者、行政等関係機関の情報共有及びネットワークの構築
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（７）救急医療

・救急医療体制の維持

・救急搬送に係る関係機関との連携強化

（８）災害医療

・災害医療体制に係る関係機関との連携強化

（９）へき地医療

・山間地医療体制の維持・推進

（10）周産期医療

・周産期医療の充実・体制整備

（11）小児医療

・小児医療・救急医療体制の維持

（12）在宅医療

・退院支援体制の推進

・在宅医療・介護連携体制の強化・促進

・在宅医療（看取り）に関する周知及び支援

（14）地域リハビリテーション

・地域リハビリテーション体制の確保・充実

※数値目標掲載・新規取組追加項目のみ課題記載

【施策の方向性】圏域の重点的な取組や特徴的な取組。※下線は新規事項

（１）がん

（ア）予防・早期発見

・データヘルス計画などを通じた特定健診・特定保健指導による生活習慣改善

・飲食店の受動喫煙対策、店舗内の禁煙化の推進

・肝炎対策の推進

・子宮頸がんワクチン接種への対応

・がん検診受診率及びがん検診の精度管理の向上（具体的な内容は今後検討）

（イ）医療

・がん診療連携ネットワーク（Ｓ－ＮＥＴ）の推進、広報等を通じた住民への周知

・県立こども病院による、より専門性の高い小児がん治療の実施

・医科歯科連携による手術前後の口腔管理（口腔ケア）の推進

・服薬管理等を行う医科・薬局との連携の推進

（ウ）在宅療養等支援

・在宅生活確保のための医療・介護関係者の情報共有体制の整備（「イーツーネット 医療連携

システム」）

・がん診療連携拠点病院等に設置された「がん相談支援センター」の周知などの相談体制・情

報提供体制の充実

・がん患者補整具購入費助成金交付事業などの若年がん患者・在宅医療等への支援の実施

・がんになっても働き続けられる環境の整備

P73



（２）脳卒中

（ア）予防・早期発見

・学校関係者と連携した健康管理についての教育体制の検討

・データヘルス計画などの取組による特定健診受診率の向上

・健診を受けやすい職場環境づくりや動機付けを高める施策の検討

・飲食店の受動喫煙対策、店舗内の禁煙化の推進

・隠れ心房細動を早期発見し脳梗塞予防につなげる実証実験（「清水区脳梗塞予防実証実験」）

の実施

（イ）医療（医療提供体制）

・救急医療体制の維持による早期に専門的治療が受けられる体制確保

・地域メディカルコントロール協議会における救急搬送の現状と課題についての協議の実施

（脳卒中患者に対する「エルボスクリーンシステム」による搬送体制の維持）

・専門的治療開始後、発症早期からのリハビリテーション、退院前からの病病連携・病診連携、

医療介護の連携による身体機能の早期改善（イーツーネット脳卒中医療連携システム）

・医科歯科連携による口腔ケアの充実、合併症の予防

（３）心筋梗塞等の心血管疾患

（ア）予防・早期発見

・学校関係者と連携した健康管理についての教育体制の検討

・データヘルス計画などの取組による特定健診受診率の向上

・健診を受けやすい職場環境づくりや動機付けを高める施策の検討

・飲食店の受動喫煙対策、店舗内の禁煙化の推進

・住民への心血管疾患に関する知識の普及啓発

・隠れ心房細動を早期発見し脳梗塞予防につなげる実証実験（「清水区脳梗塞予防実証実験」）

の実施

（イ）医療（医療提供体制）

・救急医療体制の維持による早期に専門的治療が受けられる体制確保

・地域メディカルコントロール協議会における救急搬送の現状と課題についての協議の実施

（急性心筋梗塞患者に対する早期に専門的治療を開始するためのICTを活用した救急搬送体

制の構築）

・専門的治療開始後に発症早期からリハビリテーション開始に向けた取組

・退院前からの病病連携・病診連携や医療・介護の連携による、再発予防のための治療や基礎

疾患

・危険因子の管理、生活機能の維持・向上

（４）糖尿病

（ア）予防・早期発見

・三師会や保険者等と連携した普及・啓発

・特定健診実施体制の見直しによる受診率向上（受けやすい環境づくり）

・健診・レセプト等のデータの利活用及び三師会や保険者等と連携した糖尿病の発症予防・重

症化予防の推進
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・歯周病検診を受けやすい環境整備、糖尿病を有する歯周病患者への糖尿病治療及び歯周病を

有する糖尿病患者への口腔ケアの推進

・静岡市糖尿病性腎症重症化予防プログラムの推進

（イ）医療（医療提供体制）

・糖尿病の専門治療・急性増悪時治療に関する専門医からかかりつけ医への連携体制整備

・歯科医療機関・薬局・訪問看護・介護施設等との多職種連携による、重症化予防・慢性合併

症の管理の充実

（５）肝炎

※今年度、改定を予定している肝炎対策推進計画圏域版の内容と整合をとっていく

（６）精神疾患

（ア）普及啓発・相談支援

・こころの健康センターを中心とした研修会や出前講座、動画を活用した普及啓発

・アルコール、ギャンブル、薬物などの依存症に関する相談の対応、技術的助言（P）

・ゲートキーパー養成事業等による、うつ・自殺対策の人材育成の取組の強化

・世代や属性を問わない相談体制構築を目的とした他分野との合同研修の実施

（イ）医療（医療提供体制）

・県及び近隣の医療圏との連携の強化

・改正された精神保健福祉法の施行に伴う、措置入院に関する入院中から退院後に向けた調整

等の実施

・精神科救急医療体制の確保

（ウ）地域包括ケアシステムの構築・地域移行

・精神に障害を抱える方が、その人らしく安心して暮らすことのできる在宅療養支援体制の

構築

（７）救急医療

（ア）救急医療体制

・高齢者の急変時の対応に関する病院や医師会等との協議による、地域における役割分担と連

携に基づく体制整備の推進

（心肺蘇生を望まない傷病者に対するプロトコールの普及や活用）

・現在の２つの在宅当番医制（葵区・駿河区、清水区）の維持

・病院群輪番制の維持及び体制の見直しに向けた検討

・医師の働き方改革と救急医療の両立のため、救急医療体制における役割分担に関する関係者

間協議

（イ）救急搬送

・地域メディカルコントロール協議会における、救急搬送に関する協議の実施

・研修等の実施による救急救命士の資質向上

（ウ）病院前救護・普及啓発

・救急車の不適正使用やコンビニ受診の抑制などの救急医療の適正利用に係る啓発活動による

医療関係者の負担軽減及び救急医療体制の維持
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・ＡＥＤの使用法を含む蘇生術等の応急手当についての地域住民への普及啓発の実施

（８）災害医療

（ア）医療救護施設

・災害拠点病院、救護病院等との連携による災害発生時の医療体制の確保

・災害拠点病院や救護病院の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

・津波浸水想定区域内の病院におけるその機能や役割に応じた災害時の医療提供

（イ）災害医療体制

・静岡県医療救護計画及び静岡市医療救護計画に基づく災害時医療対応

・静岡地域災害医療対策検討会の定期開催による関係機関とのネットワーク構築及び災害時医

療体制に関する協議の実施

・訓練の実施による関係機関との連携強化

（ウ）広域応援派遣・受援

・医療圏外での大規模災害時における災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）及び応援班の支援実施

・医療圏内での大規模災害時における災害医療コーディネーターによる早期の医療提供体制

確保

・災害時の医師・看護師等の受援体制整備

（エ）医薬品等の確保

・医療圏内での大規模災害時における災害薬事コーディネーターの活動による、医薬品を効率

的に分配できる体制の整備

（９）へき地医療

（ア）医療提供体制・保健指導

・山間地域における医療確保及び医師の定着を図るための山間地診療所に対する運営費補助金

の交付

・現在のへき地の医療機関で対応できない救急患者に対する消防ヘリなどによる救命救急医療

が提供できる医療施設への搬送

・現状ではへき地の医療機関で対応できない整形外科、眼科等のスポット診療システムの構築

・遠隔医療（オンライン診療）の導入

（イ）医療従事者の確保

・井川診療所における、常勤医不在時のへき地診療拠点病院からの医師派遣による医療体制の

維持

・へき地医療拠点病院等（県立総合病院）による遠隔医療（オンライン診療）の実施に向けた

検討

・訪問看護師の育成に向けた取組

・公的医療機関と連携した山間地診療所への支援に関する検討

（１０）周産期医療

（ア）周産期医療体制

・医療圏の周産期医療の現状に関する周知

・病院と診療所の機能分化の推進
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・院内助産院の取組の促進

（イ）医療連携

・精神疾患・ＨＩＶ感染症等の合併症を有する妊産婦の円滑な受け入れ促進のための医療施設

間連携

（11）小児医療

（ア）小児医療体制

・重篤・専門性の高い小児疾患患者の医療提供体制の確保のための県立こども病院と地域の医療

機関との連携支援

・静岡こども救急電話相談（＃８０００）の周知や望ましい救急受診方法の啓発等の実施によ

る小児救急医療関係機関の負担軽減

・ＡＹＡ世代（Adolescence and Young Adult）の診療に対する取組の実施

・医師の働き方改革と小児救急医療の両立のため、小児救急医療体制の維持に関する関係者間

協議

・小児慢性特定疾病医療費助成制度の周知

（イ）医療従事者の確保

・ふじのくに地域医療センターにおける「専門医研修ネットワークプログラム」を用いた、小

児科専門医を目指す若手医師の育成

（12）在宅医療

（ア）退院支援

・円滑な在宅療養に移行できるよう退院カンファレンスの実施による退院後の療養体制の構築

・地域医療介護総合確保基金の活用による回復期院患者の在宅復帰の促進

・ＩＣＴの活用（しずケア＊かけはし等）による退院支援及び地域での支援体制の構築

・医療・介護・福祉スーパーバイザーによる、かかりつけ医の紹介や介護・福祉サービスの調

整等に関する助言・情報提供、関係機関との調整

・関係機関との連絡や情報提供のために使用している連携シート「様式集」等の活用による連

携の強化

（イ）日常の療養支援（在宅医療・介護連携体制）

・「静岡市在宅医療・介護連携協議会」及び部会運営による、医療・介護の専門職が連携・協働

した体制の強化・充実

・在宅医療を担う医師及び訪問看護師・歯科医師・薬剤師の確保

・「自宅でずっと」ミーティングの実施による地域での支援体制の構築

・医療・介護・福祉スーパーバイザーによるかかりつけ医の紹介や介護・福祉サービスの調整

等に関する助言・情報提供、関係機関との調整

・関係機関との連絡や情報提供のために使用している連携シート「様式集」等の活用による連

携の強化

・専門職、市民を対象とした研修会等の実施による医療・介護・福祉等の専門職の意識を高め、

見識を広めるとともに、市民にも在宅医療に関する知識を修得してもらい理解を深めてもら

う

・かかりつけ医認知症対応力向上研修の実施による、かかりつけ医の適切な認知症診断の知
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識・技術及び家族からの悩みや話を聞く姿勢の習得

・かかりつけ医の総合的評価により介護予防サービス等へつなぐことで、高齢者の介護予防の

促進

・小規模な訪問看護ステーションの支援や集約化の推進

・オーラルフレイルの早期発見によるフレイル予防に向けた活動の実施

・フレイル予防の普及啓発

（ウ）急変時の対応

・病診連携による病状急変時に入院可能施設への円滑な入院ができる体制の整備

（エ）看取りへの対応

・多職種でのチーム連携による可能な限り本人が希望する場所で看取りができるような体制の

整備

・在宅における看取りへの意識を高めるための住民向けの教育の推進（リビングウェル等）

・専門職、市民を対象とした研修会等の実施による医療・介護・福祉等の専門職の意識を高め、

見識を広めるとともに、市民にも在宅医療に関する知識を修得してもらい理解を深めてもら

う

・終活支援の実施

（オ）在宅医療を担う施設・人材の確保、多職種連携の推進

・訪問診療等を実施する医療施設、訪問看護ステーション、薬局等の充実

・医療及び介護の関係者による多職種連携の促進のための在宅医療・介護連携協議会の開催、

研修会等の充実

・ホームページやパンフレット等を活用した情報発信、専門職と市民の連携促進

・地域医療構想の取組を踏まえた療養型病院の再編についての調整

・静岡型地域包括ケアシステムの構築に向けた、全ての小圏域での支援体制整備

・医療・介護職の連携強化による在宅医療を支える専門職の育成

（13）認知症対策

（ア）普及啓発・相談支援

・事業所や医療職などを対象とした多職種連携のための研修会の開催

・市民公開講座などの実施による地域住民に向けた認知症に対する理解促進

・地域の実情に応じた「認知症カフェ」の普及

・ホームページやパンフレット等を活用した情報発信、専門職と市民の連携促進

・認知症サポーターの養成、小学校・中学校に対する受講の働きかけ

・「認知症ケアパス」の活用を促進及び市民のニーズに合った内容への見直し・検討

（イ）医療（医療提供体制）

・認知症疾患医療センターの継続的な運営

・認知症初期集中支援チームの活動継続、かかりつけ医や認知症サポート医との連携強化

・認知症サポート医の日常生活圏域への１名以上の配置、身近で相談・支援できる体制の構築

による早期発見・早期対応の体制整備、認知症疾患医療体制充実

・圏域内の研修開催によるかかりつけ医の認知症対応力向上

（14）地域リハビリテーション【新規（全県版では中間見直しで追加】

P78



・地域リハビリテーション推進員等の派遣数の増加

・地域包括ケア情報システム（しずケア＊かけはし）等を活用した多職種連携の促進

（15）慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）対策

・医師を対象としたＣＯＰＤ対応技術の向上に資する取組の実施

・在宅酸素療法（ＨＯＴ）等を処方できる医師の育成

（16）総論

・外来医療に係る病院及び診療所の機能分化の推進（疾病別連携パスの普及等）

・一定の診療機能を有する医科診療所・歯科診療所・薬局等の公表による地域医療体制の向上

【（次期計画）数値目標項目（案）】

項目 現状値 目標値 目標値の考え方

継

続
がん検診受診率

胃がん（男）

10.4％

胃がん（女）

11.9％

肺がん（男）

15.9％

肺がん（女）

22.0％

大腸がん（男）

20.7％

大腸がん（女）

26.7％

子宮頸がん

53.9％

乳がん

39.7％

（2022 年）

胃がん 16.5%

肺がん 22.5%

大腸がん

25.4%

子宮頸がん

46.9%

乳がん

39.1%

（2026 年）

静岡市がん対策推進計画にお

ける目標値との整合性を図った

新

規

静岡市糖尿病性腎症重症化予防プロ

グラムにより医療につながった人の割

合

92.3%

（2022 年）

94.8%

（2029 年）
直近４か年の実績より算出

在宅看取り率
33.8%

（2023 年）

40.0％

（2030 年）

人口動態調査

[厚生労働省]から静岡市算出

救命講習の受講者数
19,000 人

（2023 年）

25,000 人

（2031 年）

静岡市消防年報作成資料から

算出

初期救急医療を提供した日数
365 日

（2023 年）

365 日

（2031 年）
静岡市事務事業総点検表

第二次救急医療を提供した日数
365 日

（2023 年）

365 日

（2031 年）
静岡市事務事業総点検表
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【各種協議会等の開催状況、関係機関からの意見聴取等】

・令和５年７月５日（水）

「静岡地域医療協議会」にて、骨子案を協議

・令和５年 11 月 15 日（水）

「静岡地域医療協議会」にて、素案を協議予定

EMIS の操作を含む研修・訓練を実施し

ている救護病院数

10 か所

（2023 年）

10 か所

（2031 年）

静岡市地震・津波対策アクショ

ンプログラム

静岡・清水地域災害医療対策会議のコ

ーディネート機能の確認を行う災害訓練

の実施回数

１回

（2023 年）

１回

（2031 年）

静岡市地震・津波対策アクショ

ンプログラム

救護所訓練の実施回数
１回

（2023 年）

１回

（2031 年）

静岡市地震・津波対策アクショ

ンプログラム
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（医療局医療政策課）

１ 概 要

・現在、2024 年度～2029 年度までを計画期間とする「第９次静岡県保健医療計画」の

策定作業を進めているが、医療法において医療計画への記載が義務づけられている

地域医療構想については、2025 年が期限となっている。

・2025 年以降における地域医療構想について、国は 2024 年度まで検討を行い、2025 年

度に県での策定作業を行うこととしている。

２ 計画における地域医療構想の記載

・次期医療計画のうち地域医療構想の項目については、地域医療構想の期間と合わせ

2025 年までを目標とする。

・2025 年度は、保健医療計画のうち地域医療構想のみを見直し、在宅医療等の地域医

療構想に関連した数値目標については、2026 年度の中間見直しにおいて見直しを行

う。

・なお、圏域版における地域医療構想の項目のうち、「必要病床数」及び「在宅医療等

の必要量」については、病床機能報告等の数値の修正を行うとともに、「実現に向け

た方向性」については、これまでの取組や社会情勢の変化等を踏まえ、2025 年に向

けた方向性を地域医療構想調整会議で協議し、計画に記載する。

３ スケジュール

第９次静岡県保健医療計画（圏域版）における地域医療構想の

実現に向けた方向性について

区 分 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 ～2029 年度

保健医療計画

新しい

地域医療

構想

現行の

地域医療

構想

第８次

計画

第９次

計画
中間見直し

国での検討・制度的対応
県の策定

作業

新たな構想に

基づく取組

反映

構想に基づく取組

地域医療構想

見直し

【資料８-１】
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５ 静岡保健医療圏

１ 医療圏の現状

（略）

２ 地域医療構想

（１）2025 年の必要病床数

ア 2022 年病床機能報告と 2025 年必要病床数

○2025 年における必要病床数は 5,202 床と推計されます。内訳としては、高度急性期は 773 床、

急性期は 1,760 床、回復期は 1,370 床、慢性期は 1,299 床となります。

○2022 年の病床機能報告における稼働病床数は 5,759 床です。2025 年の必要病床数と比較する

と 557 床上回っています。

○一般病床が主となる「高度急性期＋急性期＋回復期」の 2022 年の稼働病床数は、4,220 床であ

り、2025 年の必要病床数 3,903 床と比較すると 317 床上回っています。

一方、回復期病床については、稼働病床数は、843 床であり、必要病床数 1,370 床と比較する

と 527 床下回っています。

○療養病床が主となる「慢性期」の 2022 年の稼働病床数は、1,539 床であり、2025 年の必要病

床数 1,299 床と比較すると 240 床上回っています。

【対策のポイント】

◯地域医療構想と在宅医療等の推進

・病床の機能分化の推進による医療機能の充実・強化

・「静岡市在宅医療・介護連携協議会」を中心とした地域包括ケアシステムの推進

・隣接する富士及び志太榛原医療圏を含む広域的な高度医療提供体制の構築

◯疾病の予防や重症化予防の推進

・特定健診及びがん検診受診率の向上

・精密検診受診率の向上及び未把握者の解消

・医師会、保険者、行政等関係機関の情報共有及びネットワークの構築

【資料８-２】
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図表５－８：静岡医療圏の 2022 年病床機能報告と 2025 年必要病床数

＜留意事項：病床機能報告と必要病床数との比較について＞

・「病床機能報告」は、定性的な基準に基づき、各医療機関が病棟単位で自ら選択します。

・「必要病床数」は、厚生労働省の定める算定式により、診療報酬の出来高点数等から推計してい

ます。

・このようなことから、病床機能報告の病床数と必要病床数は必ずしも一致するものではありま

せんが、将来のあるべき医療提供体制の実現に向けて、参考として比較するものです。

（単位：床）

1,539 

843 

1,825 

1,552 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

2022年

病床機能報告

5,759床

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

1,299

1,370

1,760

773

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

   2025年　　
必要病床数

5,202床

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

※2022年病床機能報告は稼働病床数

※2025 年の必要病床数には、一般病

床の 175 点未満、療養病床の医療区

分１の 70％、地域差解消分にあたる

患者数は含まれておらず、「在宅医療

等」として計上されている。
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イ 病床機能報告における３年間の推移と 2025 年の必要病床数

○病床機能報告の３年間の推移を見ると、急性期機能及び慢性期機能は減少し、高度急性期機能

及び回復期機能は減少後増加しています。

図表５－９：静岡医療圏における病床機能報告の推移と 2025 年の必要病床数

（単位：床）

1,772 1,613 1,539 1,299

846
810 843 1,370

2,067
1,857 1,825

1,760

1,506

1,483 1,552 773

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

R2(2020)年

病床機能報告

6,191床

R3(2021)年

病床機能報告

5,763床

R4(2022)年

病床機能報告

5,759床

2025年

必要病床数

5,202床

【　静岡　】

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

※病床機能報告は

稼働病床数
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（２）在宅医療等の必要量

ア 2025 年の在宅医療等の必要量

○在宅医療等については、高齢化の進行に伴う利用者の増加や、病床の機能分化・連携に伴い生

じる追加的な対応により、必要量の増加が見込まれます。

○2025 年における在宅医療等の必要量1は 8,082 人、うち訪問診療分の高齢化に伴う需要分とし

ては 3,845 人と推計されます。

図表５－10：静岡医療圏 在宅医療等の 2013 年度供給量と 2025 年必要量

イ 2025 年度の在宅医療等の必要量

○地域医療構想では、療養病床及び一般病床の患者数のうち一定数2は、「在宅医療等」として、

訪問診療や介護施設、外来等により追加的に対応するものとしています。

○この追加的需要も踏まえた、2025 年度における在宅医療等の必要量と提供見込み量は次のと

おりです。

図表５－11：静岡医療圏における在宅医療等必要量と提供見込み量（2025 年度）

在宅医療等
必要量

（2025 年
度）

提供見込み量

介護医療院
及び

療養病床
外来

介護老人
保健施設

訪問診療
介護老人
福祉施設

8,082

1 在宅医療等の必要量については、在宅医療等を必要とする対象者数を表しています。実際には全員が

1日に医療提供を受けるものではなく、その患者の受ける医療の頻度等によって医療提供体制は異な

ってきます。
2 具体的には、「療養病床の入院患者数のうち、医療区分１の患者数の 70％」、「療養病床の入院患者数

のうち、入院受療率の地域差解消分」、「一般病床の入院患者数のうち、医療資源投入量が 175 点未

満（Ｃ３基準未満）の患者数」が、追加的に対応する患者数となります。

※ 「うち訪問診療分」については、

2013 年度に在宅患者訪問診療料

を算定している患者割合から推計

しており、病床の機能分化・連携に

伴う追加的需要分は含まれていな

い。

（厚生労働省「地域医療構想策定支

援ツール」より作成）2025 年

必要量
2013 年度

供給量

（単位：人/月）

調 整 中
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（３）医療機関の動向

○静岡市立静岡病院が、放射線画像診断センターを開設し、県内では初となる５リング型で、よ

り感度の高い画像を撮影できるＰＥＴ／ＣＴ装置を導入しました。（2017 年４月稼動開始）

○静岡市立清水病院が、呼吸器内科・外科の相互連携による呼吸器センターを開設しました。

（2017 年４月開始）

○県立総合病院が、研究棟や手術室等を備えた新棟の施設整備を行いました。（2017 年９月開始）

○静岡済生会総合病院が、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）病床を６床から９床に増床しました。

（2017 年７月開始）また、１病棟を地域包括ケア病棟に転換しました。（2017 年 10 月開始）

（４）実現に向けた方向性

○医療提供体制を維持するために、医師の確保が必要です。

○2025 年に向けて病床機能分化を進めるため、地域医療構想調整会議等により各病院の機能分

担と連携体制について継続して検討していきます。

○退院支援や休日・夜間の対応などの在宅医療等について、現場の医師と訪問看護師等が連携し

やすい体制づくりや、多職種で支えるチーム作りが必要です。また、人材の確保と育成が必要

です。

○病院と在宅医療をつなぐ人材や地域全体をコーディネートする人材の確保も必要です。

○介護療養型を含む老人保健施設の整備や、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の整

備、低所得者向けケアハウスの増設など、在宅のための整備が必要です。

○地域包括ケア病床や回復期リハビリテーション病床などの在宅復帰を支援する回復期機能を

有する病院の充実が必要です。

○ICT を活用した医療と介護の情報共有が必要です。

○24時間在宅医療に対応できる在宅療養支援診療所の確保が必要です。

○病院から退院後、在宅で機能回復を目的にリハビリを継続して実施できるように、リハビリサ

ービスの提供体制の充実が必要です。

３ 疾病・事業及び在宅医療の医療連携体制

（略）

（保健所）

記載内容をリバイス⇒調整会議で協議
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第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（３）医療機関の動向

（案）

【資料８-３】

○静岡県立総合病院（ 2023年） が新たに精神科病床を６ 床増床し まし
た。

○静岡広野病院（ 2019年） が198床（ 療養） 全てを介護医療院に転換、
静岡瀬名病院（ 2021年） が180床（ 療養） のう ち120床を介護医療院に
転換し まし た。

○静岡徳洲会病院が、 2024年に地域包括ケア病棟（ 50床開棟） 及び介
護医療院（ 41床転換） 、 2025年に緩和ケア病棟（ 19床） を計画し てい
ます。

○静岡リ ハビリ テーショ ン病院が2022年に移転し 、 144床と なり まし
た。 （ 移転に伴い１ 床減床。 全て療養病床。 ）
○桜ヶ 丘病院が、 2025年に移転新築を計画し ています。 （ 40床減）

第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（４）実現に向けた方向性

（案）

＜第8次計画＞

○医療提供体制を維持するために、 医師の確保が必要です。

＜現状＞厚生労働省「 医師・ 歯科医師・ 薬剤師統計」 （ H26は「 医師・ 歯科医師・ 薬剤師調査」

人口10万人当たり 医師数（ 医療施設従事者）  人口10万人当たり 医師数（ 病院）     

＜第9次計画案＞

 検討中

H26 R2 増減

静岡圏域 216.8 254.7 ＋37.9

静岡県 193.6 219.4 ＋25.5

全国 233.6 256.6 ＋23.0

H26 R2 増減

静岡圏域 139.0 166.3 ＋27.3

静岡県 121.8 142.2 ＋20.4

全国 153.4 171.6 ＋18.2

166.3

葵区 340.0 

駿河区 80.4 

清水区 56.7 

静岡圏域
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第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（４）実現に向けた方向性

（案）

＜第8次計画＞
○2025年に向けて病床機能分化を進めるため、 地域医療構想調整会議
等により 各病院の機能分担と 連携体制について継続し て検討し ていき ま
す。

＜現状＞           ＜第9次計画＞

                検討中

               

第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（４）実現に向けた方向性

（案）

＜第8次計画＞
○退院支援や休日・ 夜間の対応などの在宅医療等について、 現場の医師
と 訪問看護師等が連携し やすい体制づく り や、 多職種で支えるチーム作
り が必要です。 また、 人材の確保と 育成が必要です。

＜現状＞

検討中

＜第9次計画案＞

 検討中
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第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（４）実現に向けた方向性

（案）
＜第8次計画＞
○介護療養型を 含む老人保健施設の整備や、 有料老人ホーム、 サービス付き 高齢者向け住宅の整備、 低
所得者向けケアハウスの増設など、 在宅のための整備が必要です。

＜現状＞

＜第9次計画＞
 検討中

葵区 駿河区 清水区 計

介護老人保健施設数 10 6 9 25 静岡市介護保険課HP（ R5.6.1現在）

介護老人保健施定員 1,035 631 907 2,573 各施設HP

有料老人ホーム数 25 21 23 69 静岡市高齢者福祉課HP(R5.4.1現在）

有料老人ホーム定員 1,027 851 728 2,606 静岡市高齢者福祉課HP(R5.4.1現在）

サービ ス付き 高齢者向け住宅数 11 12 6 29 静岡市高齢者福祉課HP(R5.4.1現在）

サービス付き高齢者向け住宅定員数 465 465 155 1,085 静岡市高齢者福祉課HP(R5.4.1現在）

ケアハウス数 5 1 1 7 静岡市高齢者福祉課HP(R5.3.1現在）

ケアハウス定員 300 38 30 368 各施設HP

第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（４）実現に向けた方向性

（案）

＜第8次計画＞

○地域包括ケア病床や回復期リ ハビリ テーショ ン病床などの在宅復帰を
支援する回復期機能を有する病院の充実が必要です。

＜現状＞ 病床機能報告             

＜第9次計画＞

 検討中

H30 R4

地域包括ケア病棟数 3 4

地域包括ケア病棟稼働病床数 143 200

H30 R4

回復期リ ハビリ テーショ ン病棟数 12 14

回復期リ ハビリ テーショ ン病棟稼働病床数 590 640
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第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（４）実現に向けた方向性

（案）

＜第8次計画＞

○ICTを活用し た医療と 介護の情報共有が必要です。

＜現状＞
・ 「 し ずケア＊かけはし 」 の活用により 多職種間で情報共有が図ら れている。

・ 「 イ ーツーネッ ト 医療連携システム」 により 医療・ 介護関係者の情報共有が
図ら れている。

＜第9次計画＞

 検討中

第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（４）実現に向けた方向性

（案）

＜第8次計画＞
○24時間在宅医療に対応でき る在宅療養支援診療所の確保が必要です。

＜現状＞
・ 在宅安心連携システムにより 、 在宅医療の連携体制ができ ており 、 緊急時に
は在宅往診当番医（ 65件、 70人） が対応し ている（ 静岡市静岡医師会） 。

・ 在宅療養支援診療所数

＜第9次計画＞

 検討中

葵区 駿河区 清水区 計

在宅療養支援診療所数 10 5 3 18 医療ネッ ト し ずおか（ R5.4.1現在）

在宅療養支援診療所数（ 歯科） 1 1 3 5 医療ネッ ト し ずおか（ R5.4.1現在）
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第9次静岡県保健医療計画（静岡圏域）　
２　地域医療構想　（４）実現に向けた方向性

（案）

＜第8次計画＞
○病院から 退院後、 在宅で機能回復を目的にリ ハビリ を継続し て実施で
きるよう に、 リ ハビリ サービスの提供体制の充実が必要です。

＜現状＞

＜第9次計画＞

 検討中

葵区 駿河区 清水区 計

訪問リ ハビリ テーショ ン事業所数 10 5 3 18 静岡市介護保険課HP（ R5.6.1現在）
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